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Abstract
Graph database services such as traffic search, map search, or SNS
search have recently been getting more popularities. In the future inte-
grating existing database services and graph database services will have
more importance. For realizing such integration we have to resolve het-
erogeneities of data expression and search ability levels of databases.
We propose new heterogeneous database integration method for graph
database search, which includes constraining condition for properties of
nodes and edges in graphs. We call such graph database search“ con-
strained graph search”. We applied this method for practical ”time
constrained trip planning” problem, so our method is very effective for
distributed graph databases.
Our method is composed by two sub-methods,
• 1st Sub method: Schema integration method using conceptual graphs
• 2nd Sub method: Data integration method with dynamic hetero-
geneity resolution
We can integrate several database schemas includes graph databases
using the first sub method, and can get several metadata-dictionaries
about concepts in several databases. The second sub method uses those
metadata-dictionaries to resolve heterogeneities after users give retrieval
requests to our system. One advantage of our method is dynamical hetero-
geneous resolution, so mapping definitions between databases are stable
when existing database schema changes. Another advantage is query op-
timization under the variation of information source abilities for graph
search. Our method can push-down sub queries to information sources,
and query performance can be improved.
We showed our method’s advantages by applying to time constrained
trip planning search we proposed. This time constrained trip planning
search is one kind of shortest path problem to search paths which include
node in service of some category. A typical example is to find paths from
office to home via some restaurant under constrains of time services. We
constructed distributed graph databases environment and evaluate the
method.
制約つきグラフ探索を実現する異種データ
ベース統合技術に関する研究
鈴木　源吾
概 要
交通検索・地図検索・SNS検索等でグラフ情報を活用するサービス
が，近年多く開発され実用化されている．今後は，情報の表現形式や探
索能力に異種性のあるグラフデータベースと既存のデータベースやWeb
サービスを組み合わせた統合検索が重要になると考えられる．本研究で
は，異種データベース統合技術をグラフデータ操作に拡張し，グラフ探索
とノード・エッジのプロパティに対する制約条件とを組み合わせる，制約
つきグラフ探索を可能とする手法を提案する．さらに，時間が限定され
たサービスが実施されているノードを経由する最短経路問題である，時
間制約つき寄り道経路探索を提案し，異種分散データベース環境におい
て本手法を適用し有効性を示した．時間制約つき寄り道探索は，道路・鉄
道等の交通路に関するデータベースと，店・開店時間等のサービスに関す
るデータベースは分散し独立して構築されている場合が多く，また，交
通路情報が比較的安定であることに比べ，サービス情報は追加や変更が
多いという特長を持つために，本手法が有効な典型的な例となっている．
提案手法は以下の２つの技術により構成される．
• 技術 1：概念グラフを利用したスキーマ統合技術
• 技術 2：動的に異種性解消するデータ統合検索技術
技術１を利用し，グラフデータベースを含む複数のデータベースス
キーマを統合し，対応関係のメタデータを構築する．技術 2 を利用し，
検索要求時にメタデータを探索し，命名・構造・表現の異種性を解消し，
情報源に対する問合せの組合せを作成し，統合検索を実行する．検索時
に検索対象とその異種性解消を決定する動的な側面と，情報源の能力に
応じてグラフ探索を最適化できる点に特長がある．情報源の能力にばら
つきがあるときに，グラフデータベースへの探索の一部を，情報源側に
適切にプッシュダウンすることで高速化することが可能である．
技術１で用いている概念グラフは，ERモデル等と比較して，データ
モデル構成要素が少ないため，同じ意味を異なる構造で表現する異種性
である構造異種性を発生しないことに特長があるデータモデルである．
そこで，ERモデル等によって表現されたスキーマを一旦，概念グラフ
に変換してから比較することにより，構造異種性を回避することができ
る．さらにデータ項目が一定のルールで標準的に構造化されている場合
（Durell-関根の標準化ルール），概念グラフに変換するとき，データ項目
を複数の概念に分解し，マッチングを増すことができる特長がある．こ
の手法は，特に日本語の項目名のように複合語が多い場合に有効である．
ER モデルとグラフデータベースから概念グラフへ変換する手法と類似
度計算を含む統合手法を明らかにした．グラフデータベースの機能もス
キーマとしてモデル化する．本手法の過程において，データ項目と概念
の対応関係・概念同士のつながり・概念とデータ項目の表現形式のメタ
データを得ることができる．
技術 2 の動的に異種性解消するデータ統合検索技術は，分散された
グラフ探索処理機能を検索時に動的に組み合わせ，異種性解消するデー
タ統合技術であり，関係データモデルを用いている． Web 情報源の技
術を用いグラフデータベースに対する制約つき寄り道探索機能を仮想的
な表としてデータ統合可能にする．さらに，能力にばらつきのあるグラ
フデータベース情報源に対して，適切にグラフ探索のプッシュダウンを
行うために，グラフ探索能力を階層化し最適化する手法を提案した．グ
ラフ探索能力が高くなるほど，多くのデータ項目を利用する点に着目し，
適切な検索候補の生成法を明らかにした．
時間制約つき寄り道経路探索に対して本手法を適用するために，まず
探索を定義・定式化し，単一データベースに対する導出法を明らかにし
た．時間制約のない寄り道探索結果を求める既存手法である逐次拡大法
の結果に対して，制約条件をチェックする手法である基本導出法を示す．
さらに，制約条件のチェックをできるだけ早期に行い探索の枝刈りを行
う動的導出法を提案した．単一データベース構成では，動的導出法が有
利であることを示した．
異種分散データベース環境に拡張するために，時間制約つき寄り道探
索の処理を分解し，情報源の能力のバリエーションを定義した．交通情
報とサービス情報のデータ分散形態を整理し，基本導出法・動的導出法
を用いた場合，本手法を適用してプッシュダウンを含む問合せ戦略を得
ることができる．その問合せ戦略を，分散グラフデータベース環境にお
ける実験で評価し，プッシュダウンが有効になる基本導出法の有効範囲
が広いことを示した．
本研究により，制約つきグラフ探索を異種分散データベース構成で実
現する基本技術が確立した．今後の課題としては，他のグラフ探索処理
（例：POI 複数化）へ適用し，関係モデルの拡張方式の限界を見極める
ことと，探索以外のグラフ処理への適用がある．
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第1章 はじめに
交通検索・地図検索・SNS検索等でグラフ情報を活用するサービスが，近年
多く開発され実用化されている．交通・地図検索としては駅探のような鉄道
路線検索やバス路線の検索サービス，Google Mapによる道路網のナビゲー
ションサービス等がWeb上で容易に利用可能となっている．また，最近公開
された Facebookのグラフ検索では，人の属性や関係性（例：サイクリング
が好きで近くに住んでいる友達）を表す問合せによって SNSグラフを検索す
ることができる．これらのサービスは，グラフ情報を扱う専用のデータベー
スであるグラフデータベース [A3][A75]によって実現されるようになりつつ
ある．グラフデータベースでは，情報はノードとそれをつなぐエッジ，それ
ぞれに付与されるプロパティでモデル化され，最短経路探索等のグラフ探索，
SPARQLによる知識検索，パターンマッチ等のグラフ独自処理を高速に実行
することができる．
現在のグラフ情報利用サービスは，最短経路探索等の比較的単純なグラフ
探索技術を利用することが多いが，今後はグラフに対して様々な条件を指定
した経路探索の必要性が増えると考えられる．図 1.1は，SNSに対する条件
探索の例であり，「ある人と，2ホップ以内のつながりで趣味が音楽の人」ま
での経路を求める探索である．この場合，ノードのプロパティである「趣味」
に対して，制約条件をつけて探索を行なっている．図 1.2は，交通網と店と
のつながりに関するグラフの探索であり，ノードのプロパティに対する条件
として，店のカテゴリを指定しており，店の開店時間に対する時間制約も指
定している（この例は，時間制約つき寄り道探索と呼んでおり，本研究の主
要な応用として後に詳述する）．
このような，グラフのノードとエッジのプロパティに対して条件を指定す
るグラフ経路探索を，「制約つきグラフ探索」と呼ぶこととする．制約つきグ
ラフ探索は，本論文で定義した用語であり，過去に一般的に用いられている
ものではない．その定義は次章で示しているが，その基本的特徴は以下の 3
つである．
• 対象データはグラフ：座標の集まりではなく，ノードとエッジであり，
軌跡探索などの地理情報的なモデルではない．
• グラフ上のコストで評価：エッジのプロパティとしてコスト（時間・距
離等）を与える．ユークリッド距離（座標間の距離）による評価では
ない．
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例例1：SNSの条件探索索
• ある⼈人と，2ホップ以内のつながりで「趣味」が⾳音楽の⼈人までの経路路を求める．
（制約つきグラフ探索索）
鈴鈴⽊木
プロパティと制約
⻤⿁鬼塚
榎本
佐藤
趣味=⾳音楽
趣味=テニス
趣味=カラオケ
⽥田中
趣味=⾳音楽
伊藤
趣味=⾳音楽
⼩小林林
⼤大林林
趣味=テニス
趣味=⾳音楽
趣味=⾞車車
ノード
/エッジ プロパティ 制約例例
ノード 趣味 趣味=ʼ’⾳音楽ʼ’
図 1.1: 制約つきグラフ探索：SNSの条件探索
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例例2 ： 時間制約つ 寄り道探索索
横浜
品川
横須賀
川崎
武蔵⼩小杉
川崎家
⼩小杉家 10
10
20
15
15
5
5
カテゴリ=ラーメン
カテゴリ=ラーメン
カテゴリ=駅
駅
カテゴリ=駅
カテゴリ=駅
カテゴリ=駅
開店：10:00〜～22:30
開店：12:00〜～23:00
「22:00」に「品川」を出発して「ラーメン」屋で「20分間」⾷食事して「横須賀」に
到着する最短経路路
出発地 到着地カテゴリ 時間制約時間制約
Aルート
Bルート
（鈴鈴⽊木他，2012 情処論論）
（制約つきグラフ探索索）
プロパティと制約
⼿手法の適⽤用評価
に利利⽤用（後述）
ノード
/エッ
ジ
プロパ
ティ 制約例
ノード カテゴリ
∃ノード
s.t. カテゴリ
=’ラーメン’
ノード 開店 到着時間 < min(開店)
エッジ コスト（時間）
sum(コスト)が最
小
図 1.2: 制約つきグラフ探索：時間制約つき寄り道探索
• 探索は経路探索：プロパティで指定した制約を満たす「経路」を求める．
グラフのパターンによる探索（例：化学構造探索）は対象外である．
制約つきグラフ探索では，グラフのノード・エッジ情報と制約条件のプロパ
ティは，複数の情報源にまたがることが多い．例えば，レストラン情報と交
通情報，SNSのつながりとレビューサイトのカテゴリ情報，ネット上のRDF
情報と社内 DB 等があげられる．これらの情報源を組み合わせることによっ
て，制約つきグラフ探索を実現する必要があるが，既存の情報源とグラフデー
タベースは，そもそも組み合わせて連携することを前提に設計されていない．
よって，これらの情報源・データベースは分散して様々な異種性を持ってい
ることがほとんどである．
そこで本研究では以下を研究目標とする，そのイメージを図 1.3に示す．
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本研究の⽬目標
次世代のグラフDB活⽤用サービスの確⽴立立に向け
「制約つきグラフ探索索」を
「異異種分散データベース」環境において実現
SNS条件検索索 寄り道探索索
制約つきグラフ探索索システム
問い合わせ変換機能
問い合わせ実⾏行行機能
データ所在・関連
（メタデータ）
⼈人 趣味
道路路網
データ
鉄道網
データ
SNS
情報
グルメ
レビュー
ATM
場所
本
レビュー
最短経路路
データ
能⼒力力
ユーザ要求を
探索索できる
情報源を探す
寄り道探索索 SQL検索索 Webフォーム 近傍探索索 カテゴリ検索索
レビュー
レストラン
ATM 駅
様々なグラフ情報
と⾮非グラフ情報を
組み合わせ
情報の違いを
統⼀一する
（異異種性解消）
探索索結果
問い合わせ（探索索）
を分解して実⾏行行
データ統合側
処理理
情報源側
処理理
図 1.3: 本研究の目標
次世代のグラフデータベース活用サービスの確立に向けた，
制約つきグラフ探索の異種分散データベース環境での実現
様々なグラフデータと既存情報源が分散して存在するときに，それらを統
合検索できる制約つきグラフ探索システムが，ユーザからの SNS条件探索，
寄り道探索等の様々な問い合わせ要求に対し，探索結果を求めることができ
る．制約つきグラフ探索システムは，ユーザ要求から探索できる情報源を探
して特定し（問い合わせ変換機能），問い合わせを分解して，様々なグラフ
情報と非グラフ情報に対して探索・問い合わせ要求を発行し，その結果を組
み合わせ，情報の違いを統一しユーザに返却する（問い合わせ実行機能）．
この研究目標を実現するために，以下の 2つの課題がある．
課題 1：スキーマ間の異種性解消と統合 独立して設計された情報源には，情
報の構造・表現形式・命名に違い（異種性）がある．その違いを解消し
つつデータ統合検索を実現する必要がある．その異種性を解消するた
めの，複数の情報源の突き合わせ（スキーマ統合）には多大な稼働がか
かり，完全自動化が困難であることが知られている [A6]．その稼働削
減には，適切なモデル化・支援方式・ツールがあることが望ましい．し
かし，グラフデータベースは新しい情報源であり，そのスキーマ統合手
法は未確立である．
課題 2：情報源能力のばらつきに対応した問い合わせ処理 グラフ利用サービ
スが発展途上であるため，グラフデータベースの機能はまだ確立して
おらず流動的である．よって，グラフデータベースには，RDBにおけ
る SQLのような標準言語が存在しない，また，Web経由でサービスが
提供されるケースが多いため，そのポリシーによってすべてのグラフ探
9
索 APIが公開されるとも限らない．これらの理由から，グラフデータ
ベースを利用する情報源には，グラフ探索できる能力にばらつきがあ
る．よって，制約つきグラフ探索システムは，このようなばらつきを考
慮しつつユーザからの要求を適切に，情報源による探索処理（情報源側
処理）と制約つきグラフ探索システム内部の処理（データ統合側処理）
に分解して，処理する必要がある．グラフ探索処理は，頻繁にノード・
エッジにアクセスすることが一般的であるために，できるだけ情報源側
へ処理を移譲するような最適化が望ましい，今後，グラフ探索処理の分
担を説明するときに，この「情報源側」「データ統合側」という用語を
用いることとする．また，グラフ利用サービスは，探索サービスの内容
や利用する項目の頻繁な変更が多いため，その能力のばらつきも変化
が大きい．よって，スキーマ変更への追随が容易な方式が望ましい．
これらの課題の解決のために，本論文では，2つの手法を提案する．
まず，データ統合に必要な，データ項目と概念の対応関係・概念同士のつな
がり・概念とデータ項目の表現形式対応のメタデータを効率的に構築するため
に，概念グラフを用いたスキーマ統合技術 [B76][B80]を確立した（手法 1）．
このスキーマ統合技術は，グラフデータベースを含む様々な情報源スキーマ
を「概念グラフ」と呼ばれるモデルに変換して異種性を解消することが特徴
である．概念グラフは，ERモデル等と比較して，データモデル構成要素が少
ないため，同じ意味を異なる構造で表現する異種性である構造異種性を回避
しやすいことが特長である．また，データ項目が一定のルールで標準的に構
造化されている場合に，データ項目を複数の概念に分解し，マッチングを増
すことができる．概念間の類似度計算法を組み込んだスキーマ統合支援ツー
ルを実現することにより，スキーマ統合稼働の削減の可能性を示し，課題 1
を解決した．
次に，動的に異種性解消するデータ統合検索技術（手法 2）[B81][B82]を
確立した．利用側の要求とデータベースの構造を事前に SQL等の言語によっ
て固定的に結びつけるのではなく，検索要求時に情報源の所在や表現形式等
のメタデータを探索して，検索要求に答えることのできる情報源への問合せ
の組合せ（問合せ候補と呼ぶ）を生成し，動的に命名・構造・表現の異種性を
解消する．そのイメージを図 1.4に示す．メタデータ層で情報源を抽象化す
ることによって動的な検索を実現ため，サービス変更に柔軟な動的な特性を
持つ．問合せ候補生成には，既存の情報源のスキーマを統合した統合概念グ
ラフを利用する．ユーザの要求を，統合概念グラフのどの概念に対応するか
を特定し，その概念間のつながりを探索する．探索結果と概念とデータベー
スの対応情報を利用することによって情報源への問合せを生成することがで
きる．
さらに，このデータ統合検索技術では，制約つきグラフ探索の能力を階層
的にモデル化することにより，ばらつきのある情報源が処理できる能力を考
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提案方式のイメージ
• 既存方式
‣ 統合スキーマと情報源スキーマが固定的に変換ルールで結び付けられる．
• 提案方式
‣ メタデータ管理層を中間に介し，動的にユーザからの要求を生成する．
39既存方式 動的データ統合検索
統合スキーマ
テーブル
データ項目
変換ルール
メタデータ管理層
情報源1 情報源2 情報源3
例）ユーザ：情報A-C→
情報源：情報A-B+B-C
例）ユーザ：A項目は西暦
情報源：A’項目は和暦
13年1月13日日曜日
図 1.4: 動的なデータ統合検索のイメージ
慮し，情報源側に適切なプッシュダウンを行うことが可能である．制約つきグ
ラフ探索の複雑さが増すほど，多くのデータ項目を利用する点に着目し，適
切な検索候補の生成法を明らかにした．この技術により課題 2が解決できる．
これら 2つの提案手法の有効性を示すために，制約つきグラフ探索の一例
として時間制約つき寄り道探索を提案・定式化し，提案手法を適用した．時
間制約つき寄り道探索は，利用者の時間制約（例：門限）とサービス側の時
間制約（例：開店時間）を満たす条件で，指定したサービス（例：店の開店）
を持つノードを経由する最短経路を求める探索である [B79][A65]，道路・鉄
道等の交通路に関するデータベースと，店・開店時間等のサービスに関する
データベースは分散し独立して構築されている場合が多く，また，交通路情
報が比較的安定であることに比べ，サービス情報は追加や変更が多いという
特長を持つために，提案手法が有効な典型的な例となっている．
まず，単一データベースにおける探索結果の導出手法を明らかにした．時
間制約のない寄り道探索結果を求める既存手法である逐次拡大法の結果に対
して，制約条件をチェックする手法である基本導出法と，制約条件のチェック
をできるだけ早期に行い，探索の枝刈りを行う動的導出法を確立した．さら
に単一グラフデータベース構成における評価を行い，動的導出法が有利であ
ることを示した．
異種分散データベース環境に拡張するために，時間制約つき寄り道探索の
処理を分解し，情報源の能力のバリエーションを定義した．交通情報とサー
ビス情報のデータ分散形態を整理し，基本導出法・動的導出法を用いた場合，
本手法を適用してプッシュダウンを含む問合せ戦略を得ることができる．そ
の問合せ戦略を，分散グラフデータベース環境における実験で評価し，プッ
シュダウンが有効になる基本導出法の有効範囲が動的導出法に比べて広いこ
とを示した．
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本研究の構成
動的に異異種性解消する
データ統合検索索技術と
最適化（4章）
制約つきグラフ探索索としての
時間制約つき寄り道探索索
への適⽤用（5章）
⼿手法1
出⼒力力の対応関係
（メタデータ）
をデータ統合で利利⽤用
⼿手法2
概念念グラフを利利⽤用した
スキーマ統合技術と
グラフDB拡張（3章）
図 1.5: 本論文の構成
本論文の構成を図 1.5に示す．まず，第 2章にて，制約つきグラフ探索を
定義し，本研究の背景と位置づけを，グラフ探索技術と既存の異種分散デー
タベース技術との関連も含めて述べる．3章では，手法 1の概念グラフ変換
を利用したスキーマ統合技術について述べる．4章では，手法 2の動的に異
種性解消するデータ統合検索技術と最適化について述べる．手法 1のスキー
マ統合の過程で作成された，スキーマ間の対応関係のメタデータを手法 2 で
利用するという関係となる．5章で，制約つきグラフ探索の例である，時間
制約寄り道探索への適用について述べる．まず時間制約寄り道探索を定義し，
単一データベースにおける解の導出法を示す．次に，異種分散データベース
環境における提案手法の適用について述べ，その適用の評価結果を示す．6章
で本手法の適用範囲と効果を考察し，7章で研究の到達点と今後の課題を結
論として述べる．
12
第2章 制約つきグラフ探索の定義
と本研究の位置づけ
本章では，本研究で取り組む問題である制約つきグラフ探索を定義し，そ
のグラフ探索技術における位置づけを示す．そして，それを異種分散データ
ベース環境で実現することの位置づけを，異種分散データベース統合技術の
俯瞰とともに示す．
2.1 制約つきグラフ探索
2.1.1 制約つきグラフ探索の定義
グラフに関する用語について説明する．本研究では，グラフの構成要素の
用語はノードとエッジで基本的には一貫して使用することとする．ただし，グ
ラフ理論ではグラフを Vertexと Edgeで表すことが通例であるため，数式で
表す場合は，G = (V,E)等の慣例的な記法を用い，ノードと頂点は同義であ
るとみなす．
まず，制約つきグラフ探索において，制約を指定するためにプロパティつ
きグラフの定義を行い，プロパティつきグラフに対して制約条件を指定した
探索を行う制約つきグラフ探索を定義する．
定義 1 (プロパティつきグラフ) グラフG = (V,E)に対して，以下の定義に
よるプロパティPが与えられているとき，Gをプロパティつきグラフと呼び，
GP の記法で表す．
プロパティPとは，ノード（頂点）またはエッジから，文字・数値への関数
の集合であると定義し，ノードに関するプロパティをノードプロパティ，エッ
ジに関するプロパティをエッジプロパティと呼ぶ．ノード・エッジに対する
プロパティ関数の数（関数集合の要素数）をそれぞれ n, mとするとき以下
の記法によりノード（エッジ）プロパティを記述することとする．
PV = {pV1 , pV2 , ..., pVn }
PE = {pE1 , pE2 , ..., pEm}
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例 1 (プロパティつきグラフ) ノードが駅の集合であり，プロパティとして
路線・緯度・経度が与えられ，エッジが駅間の移動を表し，プロパティとし
て距離と移動時間が与えられたプロパティグラフは以下のように表現される
（上記定義の n = 3, m = 2の例である）．
駅グラフ = (駅,駅間移動)
P駅 = {line(), latitude(), longitude()}
P駅間移動 = {length(), time cost()}
定義 2 (制約つきグラフ探索) プロパティつきグラフ GP = (VPV , EPE )に
対して，ノード vs（探索開始点）とノード ve（探索終了点）を結び，以下に
定義するプロパティに関する結果制約条件を満たすパスの集合を返却する探
索を制約つきグラフ探索と定義する．
結果制約条件とは，結果パスが満たすべき，ノードプロパティとエッジプ
ロパティ（の部分集合）を利用した数式及び論理式で規定される条件であり，
以下の式で表す．結果制約条件で利用されるノード・エッジプロパティ集合
を，それぞれ {pVi1 , pVi2 , ..., pVin′ }(n′ ≤ n)，{pEj1 , pEj2 , ..., pEjm′ }(m′ ≤ m)とする．
C(pVi1 , p
V
i2 , ..., p
V
in′ , p
E
j1 , p
E
j2 , ..., p
E
jm′ )
結果制約条件の中では，結果の順序を規定するための特別な関数 order()
を利用できるとする．order()は，結果パス全体，特定の結果パス，順序を判
定するためのプロパティを用いた数式，の 3つの引数を持ち，特定の結果パ
スの結果パス全体における順位を返却する．
例 2 (制約つきグラフ探索：ダイクストラ探索) ダイクストラ探索は制約つ
きグラフ探索の一種である．以下のように表現される．GP = (VPV , EPE )に
対し，エッジプロパティPE = {cost()}のみが与えられる（m = 1）．結果制
約条件 Cは以下で定義される．
C(cost()) : order(path, all path,
∑
e∈path
cost(e)) = 1
この定義は結果パスの cost()の合計が全パス中で最小であることを表す．
例 3 (制約つきグラフ探索：寄り道探索) 寄り道探索（詳細は 5章にて述べ
る）は制約つきグラフ探索の一種である．以下のように表現される．GP =
(VPV , EPE )に対し，ノードプロパティPV = {category()} エッジプロパティ
PE = {cost()}が与えられる（n = 1,m = 1）．結果制約条件 Cは以下で定
義される．
C(category(), cost()) : ∃v, category(v) =ラーメン屋
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∧order(path, all path,
∑
e∈path
cost(e)) = 1
この定義はパスのどこかでラーメン屋を経由し，結果パスの cost()の合計が
全パス中で最小となる制約条件を表す．
制約つきグラフ探索は，結果制約条件 C に含まれるプロパティの数が増え
るほど応用的で複雑な探索となる傾向となる．
2.1.2 制約つきグラフ探索の位置づけ
制約つきグラフ探索は，開始ノード・終了ノードを指定してパスを求める
グラフ探索と，ノードとエッジに対するプロパティに関する制約条件指定を
組み合わせた探索である．これは筆者らが独自に定義しており，必ずしも一
般的な用語ではない．制約つきグラフ探索は，既存研究においてはグラフ探
索の応用問題として捉えられ，個別の問題毎に探索の解法が示されていて，
一つのカテゴリとしてまとめて議論されることはなかった．次節で説明する
旅行計画問合せはその典型的な例である．しかし，分散されたグラフデータ
ベースに対する問合せ最適化を考えるときに，制約や探索のプッシュダウン
を行うために，制約つきグラフ探索を一つのカテゴリとして捉え，課題と解
決法を検討することが有効であることを，本研究は示している．
本研究では，グラフデータベースを用いた制約つきグラフ探索を実現する
ために，最終的には探索機能を仮想的な表としてモデル化する．プロパティ
に対する制約は，仮想的な表に含まれるデータ項目の検索条件に変換される．
ノードとエッジを個別に指定することはできるが，グラフの構造やパターン
を細かく指定した問合せを行うことはできない．例えば，文献 [A3]は主に化
学式を想定応用として，グラフ構造のマッチング検索を行っているが，本研
究は応用できない．さらに，グラフ探索の問題としては，入力の数値・文字・
部分グラフ等の条件による真偽判定により結果を返す exact matchと，何ら
かの類似度指標を設けその高さにより結果をランキングして返す similarity
matchに分類される．similarity matchでは入力としてグラフのパターンや構
造を指定する場合が多いため，本研究を有効に利用することはできない．基
本的には exact matchが本研究の適用対象となる．
2.1.3 旅行計画問合せ技術との関係
制約つきグラフ探索において，グラフが地図や交通網を表し，結果制約条
件が希望する滞在箇所や，滞在時間による制約等である場合，その探索は，旅
行計画問合せ（Trip Planning Query）の一種であると言える．旅行計画問合
せとは，例えば，交通の乗り換え検索 [A63]のように，出発地・到着地や（複
数の場合もある）経由地やそのカテゴリー等を与えられ，適切な交通ルート
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表 2.1: 旅行計画問合せに関する既存研究
旅行計画問合せの関連研究における位置づけ
• 本研究は，以下を対象とする
‣ 問合せ対象はグラフ全体でグラフ上の距離で評価
‣ 条件はプロパティで指定し，グラフによるパターン（内容検索）ではない
寄り道探索 OSR探索 場所による軌跡検索
訪問先の数
問合せ対象
の形式
評価する距離
保持する情報の粒度
問合せに指定する条件
1 複数 複数
グラフ
（ノードとエッジ） 座標の集まり 座標の集まり
グラフ上の距離 ユークリッド距離 ユークリッド距離
グラフ全体 座標の集まりの全体 座標の組（軌跡）の集まり
ノード・エッジのプロ
パティ 座標のプロパティの列 座標の集まり
手法観点
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や移動時間・滞在時間等の旅行計画を作成するような問合せを指す．本研究
でとりあげている寄り道探索はその一種である．旅行計画問合せは，本研究
の重要な応用先であると言え，関連が深いため，以下で説明する．
旅行計画問合せに関する研究は近年盛んに行われており，最短経路探索な
どを求めるグラフアルゴリズム [A62][A60][A61]，一定の制約のもとでタスク
を最適に配置するスケジューリングアルゴリズム [A72]等に関連が深く，近
年はインデックス技術を用いて探索を効率化するなどのデータベース技術を
活用する研究も進みつつある．代表的な既存研究として，寄り道探索 [A65]・
Optimal Sequential Route探索 [A66]・場所による軌跡探索 [A14] について
説明する（3手法の比較を図 2.1に示す）．
[A65]における寄り道探索とは，出発点と到着点と経由地（経由地は利用
者が興味のある場所という意味から POI（Point of interest）と呼ばれる）の
カテゴリを 1つ指定して，その経路を求める探索である．経由地が 1つであ
るという制約はあるが，前処理によるインデックス構築等を使わずに，グラ
フ上の距離に基づいた最適解を求められることが特長である．
Optimal Sequential Route（OSR）探索は，出発点を指定し，順序も含め
て指定した複数のカテゴリの経由地をたどる探索である．例えば，横浜を出
発して，ATMでお金をおろし，お土産屋でお土産を買って，最後に中華料理
屋に食事するルートを求める探索である．[A66]は，事前に探索用のインデッ
クスを構築することにより，ユークリッド距離に基づいた準最適解を求める
方式を示している．
場所による軌跡探索とは，旅行者等が訪れた座標の集まり（軌跡）に関す
るデータベースがあるときに，ユーザが指定する複数の場所に関する条件か
ら，類似する軌跡を探索する技術である [A14]．
旅行計画問合せは，制約つきグラフ探索技術の有力な適用分野であるが，
すべてを制約つきグラフ探索技術で実現できるわけではない．旅行行計画問
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合せには 2つのアプローチがある．問合せ対象の地図等をグラフデータでモ
デル化しグラフ上の距離によって旅行計画の妥当性を判断するグラフ的アプ
ローチと，座標の集合としてモデル化しユークリッド距離等で旅行計画の妥
当性を判断する地理的（geographical）アプローチの 2種類である．制約つ
きグラフ探索技術はグラフとしてのモデルを利用しているためグラフ的アプ
ローチの旅行計画問合せにのみに適用することが可能である．
上に挙げた既存研究は，それぞれ 1つまたは複数の POIを経由する旅行計
画を求める問合せであるが，グラフを扱う寄り道探索は本研究を適用できる
が，Oprical Sequential Route探索と場所による軌跡探索は，地理的アプロー
チであり適用することはできない．本研究の次の適用検証には，複数 POIを
経由するグラフ探索が重要な候補となりえる．
既存の旅行計画問合せに関する研究は，個別の問題を解くことに特化して
おり，単一情報源のメモリ・ファイル・データベースにすべての情報と能力
が集中していることを前提としている．しかし，様々な情報やサービスを利
用できるようになった現在では，既に提供されているサービスやデータベー
スを組み合わせることによって，新たな旅行計画サービスを迅速に提供する
ことが求められる．本研究は，複数の情報源を組み合わせてより一般的な制
約つきグラフ探索を実現するものであり，個別の問題によらず多くの応用に
対して有効な手法であると言える．
2.2 データベース技術における位置づけ
2.2.1 異種分散データベース統合技術
データベースの実用化から今に至るまで，独立に構築されたデータベース
を連携・統合して，当初の目的以外に利用したいという要求は常に存在してき
た．例えば，販売管理のデータと顧客管理のデータを組み合わせて，売れ行
きのトレンドを分析する等の例がある．このような新たな応用を行うために
は，既存のデータベースシステムに改造を加えて実現することも可能である
が，その改造コストが大きいために，可能な限り既存システムに手を入れず
にデータを連携するシステムに対する要求があった．そのようなデータベー
スは以下の 3つの性質で特長づけされる．
分散性 サービスは一つのデータベースで構成されているとは限らない．鉄道
網の情報と店の情報が別のデータベースで管理されている場合もある．
異種性 複数のサービスは独立に構築されているために，データ構造・データ
項目の名前・データのフォーマット等は異なっている場合がある．
自律性 組み合わせる対象となるサービスやデータベースの自律性が尊重され
る．新サービスの都合で，対象側に変更が生じることは可能な限り避け
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る必要がある．
この 3つの性質を持つデータベース群（統合対象とするデータベースを要
素データベースと呼ぶ）を仮想的に統合する技術は異種分散データベース統
合技術と呼ばれる．本研究は，この異種分散データベース統合技術と深く関
係しているため，以降の節でその関係を明らかにする．まず，統合対象の情
報源は，時代による要求により発展してきているため，その観点での位置づ
けを示す．次に要素技術として重要な異なる情報源のスキーマ（情報の構造・
形式・意味）の異種性を解消し統合するスキーマ統合技術との関係を示し，最
後にデータ統合検索を実現するシステムの観点での関係について述べる．
2.2.2 統合対象の情報源
異種分散データベースにおける統合対象の情報源は，1980年代までは圧倒
的に関係データベースが主流であった．これらは大規模な計算機システム上
で銀行業務や企業の販売管理システム等のビジネス用途に多く構築されてい
た．関係データベースの構造は表構造であり，その操作は SQL言語によって
行われる．SQL言語は，関係代数という集合を基礎とした体系があり，その
上に構築されている．また，関係データベース以前の技術としては，ネット
ワーク型（CODASYL）・階層型のデータベースが大規模なシステムには利用
されていた．
1980年代から 1990年代にかけて，関係データベースの急速な普及とシステ
ムのダウンサイジング化が進み，企業が持つデータベースの数とデータ量が
急速に増えた．さらに，インターネットの普及により，Webの情報がデータ
ベース的な情報源として利用され，データベース情報とWeb情報の連携の必
要も増した．1990年以降は，データベースの応用範囲もさらに広がり，標準
化された情報の流通に利用するXMLや，動画や静止画等のマルチメディア情
報もデータベース化されるようになり，それらに対する研究が盛んになった．
まず，XMLやWeb情報のような従来の表構造よりも複雑な木構造を表す
データベースについての研究が盛んとなった．また，これらのデータは構造
が一様ではない（半構造）という点についても特長がある．XMLを専門に高
速に処理できるXMLデータベースが実用化された．XMLデータベースに対
しての操作は，XQuery言語が利用される．XQueryを高速に処理するための
データ構造の構成法や，問合せ最適化の研究が行われた．2000年以降は，静
止画や動画をデータベース化するマルチメディアデータベースの研究が進ん
だ．これらでは，画像や動画を高速に検索する技術等が開発されている．市販
データベース管理システムでは，これらをユーザ定義関数としてデータベー
ス操作に組み込むように実装されることが多い．
さらに，応用分野の拡大に伴って，Spatial database[A1]，Temporal database[A2]
という研究分野も確立した．これらは空間や時間を扱うデータベースを意味
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し，応用としては，地図（空間情報），動画（空間＋時間），履歴（時間），
ログ（時間）等があげられる．効率よく検索するためのインデックス技術や，
問合せ言語．問合せ処理の最適化技術等の研究がなされている．
近年，交通網等を含む地図情報や，SNSにおけるソーシャルネットワーク
や，Semantic Webの基盤として知識表現に使われるRDFグラフの管理等の
要求から，この数年でグラフ情報を専門に扱えるグラフデータベース [A3]が
急速に普及しつつある．Neo4j[A4]，AllegroGraph，InfiniteGraph等の製品
が世の中に出ている．
グラフデータベースに対する代表的な操作は，探索とパターンマッチであ
る．探索の代表例は，幅優先・深さ優先探索や最短経路探索である．パター
ンマッチは，例えば，化学式の一致のような操作が相当する．RDF検索言語
である SPARQLは，RDFのトリプルのパターンをマッチさせ検索する言語
であるが，グラフデータベースに対する検索言語の一例であると言える．
グラフデータベースではそのようなグラフ特有の操作を高速に行うための
インデックス技術やキャッシング技術が研究されている．旅行計画問合せに既
存のデータベース技術を応用する試みは特に最近盛んに研究されている．最短
経路探索を高速化するために空間インデックスを適用する研究 [A69]や，さら
に複雑な旅行計画問合せとして前に述べたOptimal Sequenced Route Query
[A66]もデータベースインデックス技術を活用している．
このように，連携したい情報源の種類は拡大しつつあり，その構造は徐々
に複雑になり，情報の操作の仕方も，表構造に対する集合的な関係代数とい
う単純なモデルから，XMLのような木構造や，マルチメディア情報等の複雑
な操作に進展してきている．しかし，グラフデータベースを統合対象とする
研究は，その普及が始まったばかりであることから未着手である．本研究は
グラフデータベースを対象とする異種分散データベース研究である点に新規
性がある．
2.2.3 スキーマ統合技術
異種分散データベースでは，その統合検索を実現するために，様々な異種性
を持つデータベースのスキーマを統合する必要がある．その技術は，スキー
マ統合技術 [A6][A7]と呼ばれている．
スキーマ統合を実施するためには，情報源のデータモデルを，統合に必要
な共通のデータモデルに変換し，一つに統一してから異種性を解消すること
が理論上無駄なく有利であると考えられる．そのデータモデルを共通データ
モデルと呼ぶ．
かつては，関係データベースが圧倒的に普及していたことと，データベー
ス設計の主流な手法が ERモデルによっていたことにより，共通データモデ
ルとしては関係モデルと ERモデルを利用する場合が多かった [A6]．しかし，
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近年はスキーマ構造が木構造等の複雑な場合や知識処理的な論理記述を含む
場合に拡張されている [A11][A13][A21]．その代表的な研究が，Madhavan等
によるスキーママッチングの研究 [A13]であり，その後の研究に大きな影響
を与えている．本研究では，グラフデータベースのスキーマ統合を ERモデ
ルに変換することで実現している．グラフデータベースを含むスキーマ統合
は既存研究では行われておらずその点で本研究には新規性がある．
共通データモデルに変換した個々の情報源のスキーマはそれぞれ構造・命
名・表現等の異種性を持っている．その異種性を解消し，ユーザが利用する
統合スキーマを作成する技術をスキーマ統合と呼ぶ．本研究では，スキーマ
統合という用語は，単に統合されたスキーマを作成するだけではなく，個々
の情報源のスキーマと統合スキーマの対応関係を記述することも含めて広義
の意味で用いることとする．
スキーマ統合の初期的な研究の動向については，Batiniらのスキーマ統合
に関するサーベイ論文 [A6] に詳しい．まずは，統合の前提となるスキーマ間
の異種性の分類についての研究が進められた．ERモデル間の異種性の分類
は [A6]で確立されており，関係モデル間の分類としては Kimらによる研究
がある [A7]．
スキーマ統合の最終的な生成物は，異種性が解消されたすべてのスキーマを
すべて含むようなスキーマとなる．それは統合スキーマと呼ばれる．しかし，
その統合スキーマを作成することは，大企業等の巨大なスキーマや多くの異
種性のある場合，かなり手間のかかる大変な作業であることが知られていた．
そこで，その作業を整理するためのスキーマ統合の方法論の研究がなされた．
また，その方法論を支援するツールの提案もなされた．しかし，統合スキー
マ自体は，連邦データベースやメディエータにとって必須であるわけではな
い．Shethらの連邦データベースのサーベイ論文 [A5]では，そのような統合
スキーマを作成せずに，利用者が直接情報源のスキーマを検索言語を用いて
利用する疎結合と呼ぶ連邦データベースのカテゴリが存在することを指摘し
ている（それに対して統合スキーマを利用するものを密結合と呼ぶ）．この
ように，ある意味，統合スキーマの作成を断念してしまうような連邦データ
ベースが検討されたのは，スキーマ統合が複雑なタスクであることが背景に
ある．このスキーマ統合の複雑さや稼働を軽減することは大きな課題となっ
ていた．
しかし，スキーマ統合の稼働を軽減するような研究は，生産性向上という
意味でややソフトウェア工学的な観点であり，正しい結果を求めたり，如何
に結果を早く求めるかということが中心であるデータベース工学の分野では
あまり進展していなかった．
本研究では，概念グラフを利用したスキーマ統合技術により，スキーマ統
合のツール化を利用した方法論を確立しており，スキーマ統合稼働の軽減に
貢献している点で価値がある．
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2.2.4 データ統合技術
異種分散データベース技術を利用して仮想的なデータ統合検索を行うシス
テム技術としては，1990年前後まで，主に関係データベース等のレガシーな
情報源を連携させる連邦データベース（federated database）技術が発展し
た．独立に構築された自律的で異種性を持つ分散したデータベースを連携す
る技術として定義される．（連携対象となるデータベースを要素データベース
と呼ぶ）．Shethらの連邦データベースに関するサーベイ論文 [A5]によって，
その基本的な考え方が示されている．連邦データベース技術では，問合せ実
行の最適化技術が重要な課題であった．可能な限り要素データベースに処理
をまかせるほうが，通信コスト上も計算処理リソース上も有利なケースが多
かったために，例えば，検索条件を要素データベースに処理させ絞り込んで
から連邦データベース側で処理する等の戦略の最適化が重要であったからで
ある．
次に，1990年代以降進化した複雑な構造やマルチメディア等のより多様な
情報源も連携対象とする連邦データベースよりも進んだ情報源の統合は，メ
ディエータ技術と呼ばれることがある [A8][A9][A19][A12]．その代表例として
は，TSIMMISプロジェクト [A8]，Information Manifoldプロジェクト [A9]
がある．メディエータの対象とする情報源は，従来のRDBに加えて，XML・
Web・マルチメディア情報等があげられる．メディエータの特長は，木構造・
半構造等といった構造の複雑性の違いもあるが，Web情報やマルチメディア
データベース等にある情報源の能力のばらつきを考慮する技術が特に重要と
なっている．Web情報では必ずしもすべての項目に条件を指定できなかった
り，画像検索ではシステム毎に指定できるパラメータが違うということが例
としてあげられる．情報源の能力のばらつきがあると，問合せの最適化の戦
略に変化が出てくる．連邦データベースでは可能なかぎり要素側で実行させ
るという説明を述べたが，メディエータでは，要素情報源の能力を考慮した
きめ細かい制御によって，問合せの最適化を行う必要が出てくるからである
[B78]．
近年の異種データベース統合技術の研究については，2010年のETH Group
によるレポート [A10] にその最新動向がまとめられており，特に論理記述や
知識処理を用いた研究 [A11]が盛んになっていることが特長としてあげられ
る．また，ラッパーの構成法 [A12]等の研究もあるが，近年応用が進展してい
るグラフ情報を対象情報源としたり，グラフ情報に特有な探索操作やパター
ンマッチ操作を組み合わせて情報統合をしたり，問合せ最適化を行ったりす
る研究までは，至っていないというのが現状であると考えられる．また，関
係データベースにおける SQL処理，XMLデータベースにおける XQuery処
理のように，データベース側に汎用的なデータベース問合せ言語が存在する
ことを前提としていた．
本研究は，既存のメディエータ技術では実現していなかったグラフデータ
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本研究の位置づけ
• 本研究の3つの主著の位置づけを以下に示す。
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図 2.1: 既存研究における本研究の主著の位置づけ
ベースを対象とした情報源の能力のばらつきを考慮した最適化を行えること
に特に新規性がある．データベース側に汎用的な問合せ言語は想定しておら
ず，グラフ探索機能が仮想的な表として得られるという仮定に基づいており，
問合せ言語が確立していないグラフデータベース一般に対して適用すること
ができる．また，動的なデータ統合検索を適用していることも特長であり，動
的に生成される検索候補を選択する本方式は，末端ユーザによるスキーマ統
合への介入の一種である．スキーマ統合における個人適応やユーザアクション
の利用は，現代における情報源統合の重要課題の一つであり (2006年のAlon
Halevyのサーベイ [A19])，その可能性の一端を示している．
本研究は，旅行計画作成等のグラフ技術の活用，情報源の多様性の進展の
流れと，メタデータ管理方式の進化等の関連研究と結びつけられている．各
技術の主著の関連研究との位置づけを図 2.1に示す．
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第3章 探索対象情報源のスキーマ
統合技術
3.1 導入
本章では，動的なデータ統合検索を行うために利用する統合されたスキー
マの概念グラフ等のメタデータを得るためのスキーマ統合技術に関して述べ
る．スキーマ統合は，企業全体で管理しているデータを把握し企業全体での
鳥瞰を得たり，情報資源の有効活用のために既存データベース（以後DB）を
再編，データ流通するために重要とされ研究されてきた．既存 DBのスキー
マ統合は Batiniら [A22]によって次のようなステップに整理されている．
• ステップ 0：統合対象スキーマの同じデータモデル（共通データモデル）
への変換．
• ステップ 1：スキーマ間で対応するスキーマ要素の発見．
• ステップ 2：対応するスキーマ要素間の不一致・衝突（conflict）の発見．
• ステップ 3：不一致・衝突の解消
• ステップ 4：調整したスキーマのマージ．
従来のスキーマ統合では，スキーマ間で不位置．衝突が存在する場合の対
処法であるステップ 2，3が研究されていただけで，スキーマ間で対応する
スキーマ要素を探し出すステップ 1は，統合スキーマ設計者の総合的判断に
よって行われていた．スキーマの規模が大きくなると，かかる手間は膨大で
あった．
類似スキーマ要素の発見には，スキーマ要素間の類似性を何らかの尺度で
表現し，計算機に酔って処理して統合スキーマ設計者の負荷を軽減すること
が重要である．
本章では，類似スキーマ要素を発見することを中心とした支援を計算機で
行うための方法を提案し，それに基づいたスキーマ統合支援ツールについて
述べ，このツールを用いた場合のスキーマ統合手順を提案する．以下，2節
で，スキーマ要素発見の問題を整理し，それを本章の提案でどう解決するの
かの概略を述べる．3節から 5節は，その解決のための各手法をスキーマ要
素名標準化，概念グラフへの変換，スキーマ要素間類似度計算の順に述べる．
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スキーマ統合の⼿手順
データ項⽬目名
の標準化
概念念と関係の突き
合わせと統合
情報源スキーマを
概念念グラフに変換
ERモデルから概念念グラフへの変換
・関係DB等の情報源に利利⽤用
グラフDBスキーマから概念念グラフへの変換
・寄り道探索索の情報源に利利⽤用
概念念・関係の同⼀一性を判定し，概念念の表現形式決定
→⽤用語辞書（項⽬目対応），ドメイン辞書（表現形式対応）
概念念グラフの標準操作で重ねあわせ
→統合概念念グラフ（概念念のつながり）
データ項⽬目を以下の3つの合成に標準化
修飾語＋主要語＋区分語 例例）出発_ノード_名称
（事前に終わっている前提）
→終っていない場合，形態素解析で項⽬目分解
図 3.1: スキーマ統合の概要の手順
グラフデータベースからの概念グラフの変換については，4節の中で述べる．
6節ではスキーマ統合支援ツールと，このツールを用いた場合のスキーマ統
合手順を説明する．7節で関連研究との関係を考察する．
スキーマ統合の概要手順を図 3.1に示す．このスキーマ統合の過程で得ら
れるデータ項目等の対応関係のメタデータを次章以降のデータ統合検索で利
用する．本スキーマ統合技術によるアウトプットを図 3.2 に示す．
3.2 類似スキーマ要素発見の問題と解決案
スキーマ要素間の類似性は以下の 3種類に分類される [A23]．
名称の類似性 スキーマ要素の名前が似ていること．例えば，共通する文字列
を多く含むスキーマ要素は類似していると解釈される．
意味の類似性 スキーマ要素に数量化された意味が定義されており，その意味
が類似していること．
構造の類似性 スキーマ要素の周辺に似た概念があれば，そのスキーマ要素は
類似していると考える．例えば，共通した属性を多く含む実体型は，類
似しているとみなす．
これらの各類似性に関して類似スキーマ要素の発見という点で問題がある．
このうち，本論文が取り組むのは名称類似性と構造類似性に関する問題であ
る．意味類似性についての考察は 7節で行う．
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スキーマ統合の概要とアウトプット
発_駅_名 着_駅_名 駅間_時間
品川 川崎 600秒
川崎 横浜 600秒
横浜 横須賀 1200秒
駅間駅
駅_名 路線_名
品川 東海道
横浜 東海道
横須賀 東海道
店_名前 カテゴリ_名
川崎家 ラーメン
小杉家 ラーメン
店
駅駅_名
発_駅_名 着_駅_名
店_名前店
カテゴリ_名
統合概念念グラフ（構造異異種解消）
路路線_名
⽤用語辞書（名称異異種解消）
（概念念：データ項⽬目）
駅_名：交通情報.駅.駅_名
店_名前：サービス情報.店.店_名前
（データ項⽬目：ドメイン）
【時間ドメイングループ】
交通情報.駅間.駅間_時間：秒単位
サービス情報.店.駅_時間：分単位
統合対象2： サービス情報
駅間_時間
最寄り_駅
駅_時間
駅間
店_名前 最寄り_駅 駅_時間
川崎家 川崎 5分
小杉家 武蔵小杉 5分
ドメイン辞書（表現異異種解消）
統合対象1：交通情報
アウトプット
スキーマ統合
概念念グラフ利利⽤用
→構造衝突減らす
標準化された項⽬目を分解
→マッチング増
図 3.2: スキーマ統合の概要とアウトプット
3.3 スキーマ要素名の標準化
本技術の第一のポイントは，その前段でスキーマ要素（実体型・関連型・役
割・属性）の名称を標準化する点にある．属性名はデータ項目名の標準化手
法として知られる命名規則 [A28]によって整備し，実体型名，関連型名，役
割名にはその規則を変更したものを用いる．本章では，この規則に基づいて
スキーマ要素名を標準化する手法について述べる．
3.3.1 Durell-関根のデータ項目命名規則
データ項目とは，計算機に格納するデータの最小単位である．そのデータ項
目の標準化は，企業全体で，情報システム間で共用されるデータベースやファ
イルのデータ項目が次の要件を満たすようにすることと言われている [A28]．
要件 1 定義域（データ項目がとり得る値の範囲）が同じデータ項目は，表現
形式（型，けた数，コード値）も同じである．
要件 2 定義域が同じで内容も同じデータ項目は，日本語名も同じである．逆
に，内容が異なるデータ項目は日本語名が異なる（識別性の保証）．
要件 3 日本語名は誰にもわかりやすい，自然な日本語である（認識性の保証）．
データ項目名（例えば，「新規お客様番号」，「顧客名」，「事業所住所」など）
の標準化は，データ項目が上記要件を満たすようにするために中心的な役割
を果たす．Durell-関根のデータ項目命名規則 [A28]は，Durellが上に示した
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要件 3を英語について具体化した命名規則 [A29] を，関根らが拡張し，規則
に合った名称であるか否かが容易にチェックできて，しかも，日本語による
自然な命名ができるようにしたものである．規則はおよそ次のようである．
規則 1 データ項目名は，「コード」，「名称」「番号」等のデータ項目の目的を
示す用語（区分語 C）を一つもつ．
規則 2 データ項目名は，それが組織内のどの実体にかかわるものであるかを
示す用語（主要語 P）を一つもつ．
規則 3 データ項目名は，意味を補うための用語（修飾語M）を複数もつこと
ができる．
規則 4 用語の並びを規定する．日本語の特徴を考慮し，修飾語＋主要語＋区
分語という語順とする．
規則 5 区分語，主要語，修飾語のそれぞれには，あらあじめその用途で規定
している用語のみ用いる．（各用語がどの用途に使えるかを規定したも
のを用語種別と言う．）
例えば，主要語だけで区分語のない「電話」では，電話機の種別なのか電
話番号なのか，またはそれ以外なのかを判断できない．これらの規則はわか
りやすい名前を付ける上で必須の条件である．規則 4，5によって命名者以外
でもどの用語が区分語，主要語，修飾語なのかの判別ができる．以後便宜上，
用語の区切りにアンダースコアを入れることにする．
3.3.2 用語辞書を用いたデータ項目名標準化手法
関根らは，上記の規則を考案すると共に，この規則によってデータ項目名
標準化を行うために用語辞書を用いた標準化手法を開発した [A28]．それによ
れば，データ項目名を構成する各用語について，それらの表現上の差異（例
えば「ユーザー」と「ユーザ」と「USER」）を吸収するために，標準用語
（例えば「ユーザ」）を決める．更に，類似の標準用語（例えば「ユーザ」「顧
客」「加入者」）をグループ化して，そのグループを代表する標準用語（例え
ば「顧客」）を決める．用語辞書には用語と標準用語の対応表，標準用語の用
語種別，標準用語と代表標準用語の対応表を格納する．
このような用語辞書を作成・管理し，活用することで，任意に与えられた
データ項目名がこの規則に合っているか否かをチェック（データ項目名のチェッ
ク処理）できる．また，同一の定義域，あるいは，同じ内容をもつデータ項
目を見つける（類似データ項目分類処理）ためのアルゴリズムを考案し，こ
の規則に従って命名したデータ項目名が要件 1と要件 2を満たしているかを
容易にチェックできる．
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図 3.3: 個別スキーマ表現の例（ERモデル）
3.3.3 スキーマ統合におけるスキーマ要素名標準化
本章の手法では，名称の構文を規定しその構成要素に用いる用語を用語辞
書で整理する上記の関根らの手法に準じた方法によりスキーマ要素名を標準
化する．具体的には，属性名については上記命名規則と照らし合わせて，不
足している区分語や主要語を補う．このとき，用語辞書にある標準用語を使
用するようにする．実体型，関連型，役割の名称は，（修飾語＋）主要語とい
う形になるよう，属性名と同様に修正を行う．図 3.3に統合対象のスキーマ
の例と，それらをスキーマ要素名標準化した結果を示す．このようなスキー
マ要素名の標準化をスキーマ統合に先立ち行うことがポイントである．
NTT社内の通信網管理関係の 11のDBについて約 11000データ項目を分
析した結果，使われている用語は延べ約 3700用語，11システム全体での用語
種類は 700余で．更にこれから標準用語にしぼり込むと種類は 200余りなる
ことがわかった．従って，用語辞書を順次整備し，その用語を用いてスキー
27
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スキーマ統合で解消すべき異異種性
•構造異異種：同じ「概念念」を異異なる「型（データモデル構成要
素）」で表す
•名称異異種：同じ「概念念」を異異なる「名前」で表す
•表現異異種：同じ「概念念」を異異なる「データ表現形式」で表す
社員
社員 組織
所属社員 組織
所属
所属
社員
所属
組織
所属組織パターン1
（属性で表現）
所属年年数
パターン2
（関連型で表現）
パターン3
（実体型で表現）
参考⽂文献: Batini, C. , Lenzarini, M. , Navathe, S.B. : A Comparative analysis of 
methodologies for database schema integration, ACM Computing Survey, Vol.18, No. 4, 
pp.323-364 (1986).
構造異異種性の例例
図 3.4: 構造異種の例
マ要素名を修正することにより，類似スキーマ要素の発見が容易に行えるよ
うになる．2節で述べた従来の方法のように，スキーマ要素の名称そのもの
のマッチングや類似辞書の援用で比較するものに比べて，本手法は，名称の
構文を決めることで，用語が限定でき，それらの類似性の整理だけでスキー
マ要素間の名称類似性の判定が可能になるという利点がある．なお，関根ら
のアプローチと同じく，用語辞書にない用語は標準化を進めながら順次登録
していくこととし，用語辞書の完備を必ずしも前提としていない．
3.4 概念グラフへの変換
3.4.1 スキーマ統合で解消すべき異種性と構造異種
スキーマ間の異種性は以下のように整理されている [A6]．
名称異種 同じ「概念」を異なる「名前」で表すこと．
表現異種 同じ「概念」を異なる「データ表現形式」で表すこと．
構造異種 同じ「概念」を異なる「型（データモデル構成要素）」で表すこと．
ERモデルにおける構造異種の例を図 3.4に示す．「所属」という概念をそ
れぞれ属性・関連型・実体型と異なるデータモデル構成要素で表現している．
3.4.2 ERモデルからの概念グラフ変換
構造衝突（構造異種）の発生しにくいモデルを用いれば，構造の類似性も
単純な形で考えることができるようになる．構造衝突を発生しにくくし，ス
キーマ要素の構造的類似性を簡潔にするには，
• 構成要素が最小限
• ドメインと従属性を明確に分けている
28
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概念念グラフの利利⽤用
•構造衝突をなくすため，構成要素の少ない「概念念グラフ」
というモデルに変換して統合
• 「項⽬目の集まり」は異異種性解消の障害
• 概念念グラフに変換する過程で構造衝突が減少
• 変換された概念念グラフを統合し，統合概念念グラフを作成
ERモデル UML 関係モデル 概念グラフ*
項目の集まり 実体型 クラス 関係 ー
関連性 関連型 関連 キー・参照キー 関係
項目 属性 属性 属性 概念
モデル
何を？
データモデルとその構成要素
RDFとほぼ同等のモデル
注＊：概念念グラフはSowa⽒氏による定義
図 3.5: データモデルとその構成要素
という条件を満たすモデルを用いることが望ましい．本章ではこの条件を満
たすモデルとして，概念グラフ [A30]を用いることを提案する．概念グラフ
は，実世界を概念にあたる概念（concept．図での表記は長方形）と，概念間
の関係を表す関係（relation．図での表記はだ円）のみによってモデル化する
ものである．関係には方向があり矢印で表記する．データモデルの構成要素
についての比較を図 3.5に示す．概念グラフでは，「項目の集まり」に相当す
る構成要素を持っていない．よって，概念グラフに変換する過程で構造衝突
の現象が期待できる．
本章では，3節の標準化によって実体型名，関連型名，役割名，属性名を整
理した ERモデルの形の個別スキーマを概念グラフに変換する方法を説明す
る．提案の変換法では，スキーマ要素名標準化において識別した区分語，主
要語，修飾語を利用して概念の取出しを行うことがポイントである（7節で
考察する）．
実体型，関連型，役割の場合 実体型は同じ名前をもつ概念に変換する．関連
型は，属性を持つ場合については単独の概念を生成し，関連型の役割の
方向に従って関係に変換する．
属性の場合 基本的な考え方は次のようである．
• 主要語は概念の候補となる．修飾語が付いている場合は，主要語
はそれ単独で概念として生成する．しかし，属性名の主要語はそ
の属性をもつ実体型の名前と等しい場合が多く，その場合，主要
語の表す概念の生成は実体型からの生成と重複することになるの
で，概念は生成しない．
• 修飾語は，主要語とその属性をもつ実体型との関係を表すと解釈
することができるので，概念間の関係に変換する．修飾語はオプ
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図 3.6: ERモデルから概念グラフへの変換規則（1/2）
ションであるために，ない場合もある．修飾語がない場合は，実
体型名と主要語が等しくなければ，主要語を関係名とする．
• 区分語は単独では一つの概念を表すとは考えられないので，独立
した概念にはしない．
以上の考え方に従って作られて変換規則を図 3.6，3.7に示す．この変換法を
適用して，図 3.3の例を概念グラフに変換した結果を図 3.8に示す．
3.4.3 グラフデータベースからの概念グラフ変換
グラフデータベースのデータモデルは，一般的に以下の構成要素を持つ（グ
ラフデータベースの管理システムによっては，その呼び方が異なることがあ
るが対応をとることができる．）．
• ノード：交通路における駅等を表す
• エッジ：交通路における駅間の接続情報等を表す
• プロパティ：ノードとエッジの持つ性質を表す
ノード（エッジ）の持つプロパティは，すべてにおいて共通である必要はな
い，そのようにデータ毎に持つ性質（属性）が異なるデータモデルは，スキー
マレスであると呼ばれる．例えば，XMLはスキーマを定義することもでき
るが，定義せずスキーマレスとして利用することもできる．
本研究では，グラフデータベースと既存データベースの統合を実現するた
めに，グラフデータベースのスキーマを作成するアプローチをとる．データ
統合検索を行うために，スキーマレベルの対応づけを行う．ユーザからの検
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図 3.7: ERモデルから概念グラフへの変換規則（2/2）
索要求に対してデータ項目が存在するグラフデータベースを見つけ，検索を
実行する．
グラフデータベースのスキーマ作成の基本方針は，「ノード」「エッジ」「機
能」に相当する実体型を持つ ERモデルを作成し，前節で述べた ERモデル
からの概念グラフ変換手法を適用することである．その手順を図 3.9に示す．
まず，ノードとエッジに相当する実体型を作成し，ノードとエッジが持つ
プロパティを属性として追加する．これはグラフをトラバースする等の手段
によって作成する（ノード・エッジにより持つプロパティが異なる可能性が
あるため）．また，駅ノードと店ノードのように種類の異なるノードは区別
する．
次に機能実体型を作成する．これは，例えば，ダイクストラ探索や寄り道
探索のようなグラフデータベース機能を仮想的な表としてとらえた実体型で
ある．機能のパラメータと機能の出力を属性として生成する．
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図 3.8: 概念グラフへの変換結果例
以上で ERモデルが作成されるので，前節に述べた手法によりそれを概念
グラフに変換する．
3.5 スキーマ要素間の類似度計算法
概念グラフを構成する概念については，単独での類似度（本章では名称の
類似度に限定する）と，周辺との関係による類似度を分けて，次の 3段階で
計算する．
ステップ 1 名称類似度を求める．このとき，名称の整備に用いた用語辞書に
ある用語についてのグルーピング情報を利用することができる．
ステップ 2 名称による単独での類似度の結果を利用して，周辺関係による類
似度を計算する．
ステップ 3 ステップ 1の名称類似度とステップ 2で求めた周辺関係の類似度
との加重平均を総合的類似度とする．
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グラフDBスキーマから概念グラフへの変換
26
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図 3.9: グラフ DBスキーマ作成と概念グラフへの変換
関係については，概念の同一性が確定したのち，二つの同一の概念の間に
ある関係を類似候補として吟味することで，周辺類似度を考慮し，次に関係
についての名称類似度を求めて総合的類似度を決定する．
以下，概念の類似度の計算法を説明する．
3.5.1 名称類似度の計算
図 4-2によると， 概念名のパターンとしては，「E」「P」「P C」の三つの
場合がある．よって，概念名の名称類似度を求める場合，
Case 1 概念名が両方とも分解していない場合（つまり，「E」対「E」，「P」
対「P」，「E」対「P」の場合）
Case 2 概念名が両方とも分解している場合（つまり，「P C」対「P C」の
場合）
Case 3 概念名の一方が分解してなく，もう一方が分解している場合（つま
り，「P」対「P C」，「P C」対「P」の場合）
の 3通りがある．ここで，Case 3は，概念グラフへの変換法により「P C」と
常にペアで必ず，「P」という概念が生成されることから（図 4-2(e)の場合は，
Pが存在しないように見えるが，P=Eであることに注意），「P」対「P C」，
「E」対「P C」は類似しているとみなす必要はなく，この組合せに対しては，
類似度を 0とする．以下に Case 1と Case 2 について名称類似度の計算法を
述べる．
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Case 1：概念名が分解していない場合 同じグループの標準用語になってい
るか否かで類似度を決める．比較する二つの概念名を入力し，それらに
対応する代表標準用語を検索する．二つの概念名の両方に対応する代
表標準用語があって，かつそれらが等しければ，名称類似度は 1（最大
値）に設定される．それらが等しくなければ，それらは全く別ものであ
るので 0（最小値）に設定される．一方しか代表標準用語が存在しない
場合やどちらにも代表標準用語が存在しない場合は，部分列マッチング
などの手法を用いて類似度を求める．このアルゴリズムを先の例に適用
すると，概念名「局」と「ビル」は代表標準用語として両方「ビル」が
見つかるとすると類似度が 1となる．「サーキット」は代表標準用語が
用語辞書に登録されていないとする．すると「回線」と「サーキット」
は代表標準用語が片方しか見つからず，部分列マッチングも起こらない
ので類似度は 0となる．
Case 2：概念名が分解している場合 区分語，主要語のそれぞれについて対
応する代表標準用語が異一するかどうかを判定し，両方とも一致するも
のには，類似度として 1が設定される．主要語のみが一致する場合は，
区分語のみが一致する場合の類似度 N2に比べて高い類似度 N1が設定
される．両方一致しない場合は最も低い類似度N3が設定される．対応
する代表標準用語がない場合の類似度は，部分列マッチングなどの手
法を用いて計算される．このアルゴリズムを先ほどの例に適用すると，
概念名「回線 コード」と「サーキット コード」は，主要語の分類が等
しくなく，区分語が等しいので，中間の類似度N2（0 < N2 < 1）が設
定される．
3.5.2 周辺類似度の計算
次にこのように計算された名称類似度を用いて，周辺の類似度を計算する．
概念 A，Bに対して，それぞれ隣接している概念の集合を SA，SBとする．
周辺の類似度は，以下の式によって計算される．
(Aと B の周辺の類似度) = sum(max(SA, SB 内概念間の名称類似度))
min(SAの個数, SB の個数)
ここで，(SAの個数) ≤ (SBの個数)で，maxは SBにおける最大，sum
は SAについての総和（逆の場合も同様）．
図 4-3の例の「回線」（＝ Aとする）と「サーキット」（＝ Bとする）の場
合を考える．この二つは名称の類似度が 0であった．これらの隣接する概念
はそれぞれ
SA = {回線 コード,回線 速度,局 }
SB = {サーキット コード,サーキット 種別,ビル }
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である．SB内の概念と SA内の概念の名称類似度を求めると，「サーキット
コード」に対しては，「回線 コード」が最大になる（類似度は N2となる）．
「サーキット 種別」に対しては，「回線 速度」が最大になる（値はN3である）．
「ビル」に対しては，「局」が最大になる（値は 1である）．よって，N2=0.30，
N3=0とすると「回線」と「サーキット」の周辺類似度は約 0.43となる．
3.5.3 総合的類似度の計算
最終的には，名称類似度と周辺類似度の加重平均を類似度とする [A23]．上
記の「回線」と「サーキット」の例の場合，名称の類似度が 0であり，周辺
の類似度が 0.43であるから，例えば重みを（名称）：（周辺）を 1:1にすると
最終的な類似度は，0.30となる．名称類似度のみでは類似とみなされなかっ
た概念が，周辺の類似度を考慮することにより類似度が高くなり，設計者が
類似とみなす助けとなる．重みは概念名のパターンに応じて変えることも考
えられる．例えば，Case1では周辺類似度の方に重みを増やすなどである．
3.6 スキーマ統合の手順と支援ツールの実現
3.6.1 スキーマ統合支援ツールを用いた統合手順
以上の方法に基づいて，スキーマ統合支援ツールを作成し，このツールによ
る支援を前提としたスキーマ統合手順を確立した．本章では，スキーマ統合
支援ツールを用いたスキーマ統合の手順と，本手順の各作業におけるツール
の役割を述べる．図 3.10にツールの構成を示す．ここでユーザインタフェー
ス部は，すべての機能を呼び出すためのメニュー，類似性計算結果の表示，概
念グラフの概念や関係の同等性の判定結果の入力，スキーマの表示などの機
能をもつ．
手順 1：スキーマ情報読み込み スキーマ統合支援ツールの入力は，ERモデ
ルで表された統合対象のスキーマ情報である．ERモデルを形式的に表
現する言語を用いてツールに取込む（スキーマ情報取込み部）．グラフ
データベースのスキーマは事前に，データのトラバースを利用して先
に述べたルールに従い ERモデルとして生成されているとする．
手順 2：スキーマ要素名標準化 標準化部が 3節に述べたスキーマ要素名標準
化を設計者が行うことを支援する．基本的にスキーマ要素名標準化のも
ととなったデータ項目名標準化の計算機による支援法 [A28] を利用す
る．3.2節で述べた用語辞書を用い，名称チェック処理を行う．属性名
の場合，区分語が欠けている場合は，その属性のデータ型や値の例から
区分語を推定し付加する．主要語・区分語両方とも欠けている場合は，
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図 3.10: スキーマ統合支援ツールの構成
それ全体を主要語とみなし，区分語が欠けている場合と同様の方法で，
区分語の付加を行う．また用語辞書にない用語は，登録処理をその都度
行い，後から行う統合作業に役立てる．実体型名，関連名，役割名につ
いても同様に行う．
手順 3：概念グラフへのモデル変換 名称が標準化された個別スキーマは，モ
デル変換部によって 4節の変換ルールに従い自動的に概念グラフに変
換される．
手順 4：概念と関係の突き合わせと同等性の確定 変換された複数の概念グラ
フの概念と関係を突き合わせ同等性を確定する．その手順を図 3.11に
示す．
まず，5節で述べた計算法によって概念の類似度を計算する（類似度計
算部）．名称類似度と周辺類似度から総合的類似度を計算する際の両者
36
22©  2013  Gengo  Suzuki
概念念と関係の突き合わせと統合
• 概念念の組を類似度度によってランキング
• 類似度度＝（名称類似度度，周辺類似度度）の加重平均
• ランク上位から開発者が同⼀一性を確認
• 概念念-実データ項⽬目関係を⽤用語辞書に登録
• 概念念はドメイングループにひもづけ
• ドメインを決定し，ドメイン辞書登録
• ドメイン間の変換関数がなければ作成
• 同⼀一の概念念間にある関係を名称類似度度でランキング
• 概念念と同様に確認と⽤用語辞書へ登録
概念念の突き合わせ
関係の突き合わせ
ドメインの決定
概念念グラフの標準操作で統合
類似度度計算
・統合概念念グラフ⽣生成図 3.11: 概念と関係の突き合わせと統合手順
の重みは，概念名のパターンや用語辞書の整備状況などを考慮できる
ように，設計者が任意に与えられるようになっている．
次に類似度計算結果を参考に，概念の突き合わせを行う．類似度計算結
果は，類似度の高い順にソートされて統合スキーマ設計者に提示され
る．その結果を見て，設計者は概念の一致性，包含性を判断し，指定す
る．設計者に指示された同等性をもとに必要に応じて再度類似度計算を
行うこともできる．どの概念名を統合スキーマに採用するかも設計者
が指定する．その結果により個別スキーマのデータ項目が統合スキー
マ（統合概念グラフ）のどの概念に対応するかの情報が得られるため，
それをメタデータの一部である用語辞書に記録しておく．
次に概念とそれに対応するデータ項目のドメインの決定を行う．ドメイ
ンとは抽象的な表現形式を表し，同じ意味を表す表現形式の集まりであ
るドメイングループによりグループ化されている（詳細は文献 [B82]）．
ドメインの例を図 3.12に示す．ここではレビューサイトにおける店の
評価点の表現を，数値・英字・☆の数で表す場合の例であり，数値等が
ドメインであり，店評価点全体がドメイングループとなっている．矢印
は変換関数の存在を示している．概念をドメイングループに対応させ，
対応する情報源のデータ項目のドメインを決定する．ドメイン間の変
換関数がなければ作成する．この関係はドメイン辞書に登録する．
最後にツールが概念の突き合わせ結果を反映して，関係の類似度を再
計算しランキングして設計者に提示する．設計者は，その結果を利用し
て比較し，一致性，包含性を判断して，対応を用語辞書に記録する．
手順 5：概念グラフの統合 手順 4 で指定された結果をもとに，概念グラフ
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•以下の整理理に基づき辞書を作成
• ドメイン＝データ表現形式
• ドメイングループ＝同じ意味を表すドメインの集まり
• 概念念グラフの概念念はドメイングループに対応する
• 同じドメイングループ内のドメイン間に変換関数作る
• 情報源のデータ項⽬目のドメインを決定する
•後述されるデータ統合検索索で変換関数が利利⽤用される．
ドメイン辞書
数値
A〜～D ☆数
店評価点ドメイングループ
四⾓角がドメイン
⽮矢印が変換関数
図 3.12: ドメイン辞書
をマージする．このマージには二つの概念グラフの操作である joinと
simplifyがそのまま適用できる．joinは，同一と判定された概念を同一
視する．次に simplifyにより，joinされた結果生じた関係の冗長を排除
する（アルゴリズムの詳細については，文献 [A30]参照）．
手順 6：ERモデルへの変換 必要であれば概念グラフの形で得られた統合ス
キーマをモデル変換部で ERモデルの形などに変換する．正しく，ER
モデルへ変換するためには，ERモデルの持つ制約を守る必要がある．
例えば，関連型と関連型が直接結びつくことはない等である．本方式に
おいて概念グラフへの変換では，概念を分割したり等が行われている
ために，ERモデルへ戻す変換は自明ではない．そこで，概念グラフ上
の概念と関係が元々どの ERモデル上の構成要素で表現されていたかと
いう由来を考慮し，かつ実体型と属性両方が由来であれば実体型を優
先する等のルールを設けて正しく ERモデルへ変換できるアルゴリズ
ムを開発している（詳細は [B80]参照）．
図 3.13に図 3.8の概念グラフを統合した結果を示す．
3.6.2 スキーマ統合支援ツールの効果
このスキーマ統合支援ツールを用いた，稼働の削減効果を見積もった．ま
ず，ツールを用いて，いくつかの例題を解いたところ，類似スキーマ要素の
発見が支援され，個々の類似判定・調整は 3分程度しかかからないことがわ
かった．4.3.3で述べた通信網管理関係の 11DBの例では，本ツールの支援な
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図 3.13: スキーマ統合結果例
しで統合スキーマ（70実体，500属性）を作成するのに要した稼働は 860人
日（内訳：データ項目の整理に 240人日，データ関係分析に 340人日，統合
化段階で統合実体とそれらの属性の決定整理に 280人日）であった．これを
本支援ツールによって支援した場合の稼働を推定する．最初の項目整理の稼
働は同じである．標準化の稼働は 700用語の整理にかかる稼働として 20人
日となる．また類似判定・調整については，データ項目数にほぼ等しい回数
の類似判定・調整があるとし，類似度計算やマージ計算のマシンタイムは無
視すれば 60人日かかる．合計稼働は 320人日となる．再計算・判定（60人
日×繰り返し数）を多少繰り返しても従来の稼働に対してかなりの削減が見
込める．
3.7 関連研究との比較
3.7.1 概念グラフを用いたスキーマ統合の従来手法
概念グラフを共通データモデルとして用いる方法は，Creasy ら [A31] に
よって検討されている．そこでは ERモデルから概念グラフに変換する方法
の概略が述べられているが，大きく分けて二つの問題があった．
問題 1：関連型の変換の問題 Creasyらの方法では，一つの関連型は一つの
関係に変換される．しかし，関連型の役割を何に写像するかは不明であ
る．また，概念グラフの関係は方向性をもっているが，関連型を関係に
変換するときに，方向がどうなるのかは明確でない．本章の方法では，
これらを明確にした．
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問題 2：属性の変換の問題 Creasyらの方法では，一つの属性を，その属性
と同じ名前をもつ関係と概念の組合せに写像している．しかしこの方
法では，適当な概念を生成できないことがある．例えば，「従業員」と
いう実体型が「所属組織」と「関連組織」という属性をもつとする．上
記の方法で変換すると，「所属組織」と「関連組織」という二つの異なっ
た概念が生じる（変換 1）．しかし，その二つの概念は本来「組織」と
いう一つの概念であり，「所属」と「関連」は概念「従業員」と概念「組
織」の関係と解釈するほうが自然である（変換 2）．実際，これを「組
織」が単独にモデル化されたスキーマと統合しようとすると，「所属組
織」と「組織」は名称矛盾になってしまう．このような状況が生じる原
因は，先に述べたとおり ERモデルにおける属性が，「現実世界を表す
概念」と「概念間の従属関係」の二つが混在したものになっていること
にある．4節で述べた変換法では ERモデルを概念グラフに変換すると
きに，その混在を分離することがポイントである．
3.7.2 意味の類似性
意味の類似性については，例えば，北川ら [A32]は，いくつかのキーワー
ドへの寄与度合のベクトルをスキーマ要素の意味とし，その類似性を定義し
ている．適切なキーワードをどのように選んだらいいか，という問題がある．
本章では，名称，構造からの類似度により類似スキーマ要素を発見し，それ
らの意味的関係の判定は設計者にゆだねるというアプローチをとった．また
基数制約などの意味制約を概念グラフに変換する方法も考えられる．これら
の意味の類似性まで加味した類似度で類似スキーマ要素を発見する方法とそ
の効果は今後の研究を待つところである．
3.8 まとめ
スキーマ統合作業の中でも大量のデータ処理を必要とし，特に設計者の負
荷の軽減が求められていた類似スキーマ要素の発見を中心に統合作業を計算
機により支援する手法を提案した．この方法は，次の 3点が特徴である．
• 名称，構造の観点からスキーマ要素間の類似度を求めること．
• 名称類似度の計算を容易にするため，属性名などをデータ標準化手法
により標準化すること．
• 構造類似度の計算を容易にするため，共通データモデルとしてモデル
化構成要素の少ない概念グラフを用いること．
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この方法を実現するための要素として，標準化によって整備された属性名
などの構文構成要素を利用することで類似度計算の対象となる概念を適切に
取り出す概念グラフへの変換法および得られた概念グラフでのスキーマ要素
間の類似度を標準化の結果を利用して計算する方法を提案した．
以上を踏まえてスキーマ統合支援ツールを作成し，これを用いた統合手順
を確立した．例題を用いたツールの利用実績から，スキーマ統合に伴う稼働
削減効果を推定し，約 1/3へ削減できる可能性を示した．
また，グラフデータベースに対しても，その ERスキーマを生成すること
により概念グラフへ変換できることを示し，その生成ルールを明らかにした．
それによりグラフデータベースも．既存のデータベースのスキーマと同様に
統合することが可能となった．
今後は実際のグラフデータベース等に適用して，実現性と効果を検証し，手
順とツールの改善をすすめることが課題である．
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第4章 動的に異種性解消するデー
タ統合検索技術を利用した
制約つきグラフ探索
4.1 導入
本章では，制約つきグラフ探索を異種データベース環境で実現するための
基本技術となるデータ統合技術を提案する．
グラフ情報の利用の増加に伴い，グラフ情報と既存のデータベース情報を
組み合わせて利用する要求は，近年大きくなっている．しかし，そのときに
既存のデータベース情報をグラフデータベースに移し変えたり，既存のアプ
リケーションに手を加えることは最小限に抑える必要がある．しかし，その
連携のためには，情報源の持つデータの構造，名称，表現形式等の違い・異
種性を解消し，データ統合検索を実現する必要がある．
そのような異種性を解消し情報源を統合するシステムとして，我々は事前
にデータベースとユーザに見える項目の変換ルールを静的に定義しておくの
ではなく，グラフ化された異種性に関する断片的なメタデータを探索して組
み合わせ，動的にユーザが利用するスキーマを構築し，データ統合検索でき
る技術を提案する．
まず，関係データベース等への適用を主眼とした基本的な技術を説明し，
データ統合検索を構築するコストを削減できることを示す．
次に，それを制約つきグラフ探索に拡張する．Web情報源機能を利用した
制約つきグラフ探索の仮想化行い仮想的な表として実現する．これにより，他
の情報源との基本的な統合が可能となる．さらに，制約つきグラフ探索の処
理を階層的に分解することにより，探索処理をプッシュダウンする最適化手
法を提案する．
4.2 技術課題と従来技術
複数のデータベースを統合するような検索を行うためには，以下のような
情報源の異種性を解消する必要がある [A56][A42]．
構造的異種性 各情報源のスキーマの構造の違いである．例えば，ある情報を
一つの表で現したり，複数の表を用いて表す場合である．また，ERモ
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デルにおいて実体で表現されたり，属性で表現されたりというモデルに
おける表現要素の違いや，関係（RDB）で表現されていたり，木構造
で表現されていたりする（XML）というモデルそのものの違いもこの
分類に含める場合がある．
命名異種性 情報源のスキーマ要素の名前の違いである．例えば，「価格」と
「値段」のように同じ意味を持つが名前のつけ方が違う場合である．
表現異種性 データの値の表現の違いである．例えば，「1m」と「100cm」の
ように単位が異なったり，価格を表すのに，ドルと円が異なったりとい
う場合である．
このような異種性を解消し，情報源を統合検索するシステムとして，連邦
データベース [A57] や，メディエータ [A58][A59]等が提案されている．しか
し，これらのシステムでは，基本的に，統合されたスキーマを事前に静的に
SQLや論理言語等を用いて構築する必要があり，そのスキーマ統合のための
コスト（稼働）が大きいことが課題となっていた．また，統合するための異
種性の定義の再利用性という観点の研究はなかった．
4.3 動的に異種性解消するデータ統合検索技術
本節では，スキーマ統合により構築されたメタデータを探索し，断片的な
異種性の定義を動的に組み合わせて，異種性を解消しデータ統合検索する技
術を提案する．技術の概要を述べ，構造的異種性・命名異種性・表現異種性
を解消する手法をそれぞれ述べる．最後に制約つきグラフ探索への適用で利
用・拡張される，情報源の能力を考慮した問合せ最適化について述べる．
4.3.1 技術の概要
技術の概要を図 4-1に示す [B82][B81]．利用者は検索したい概念と概念に
対する条件のみを指定し，その概念がどの情報源からどのように得られるか
を指定しない．データ統合技術は，問合せ要求から，その要求する概念が存在
する情報源を特定し，概念間の繋がりを補完し，問合せの処理順番を決定す
る「問合せ変換機能」と，利用者が選択した問合せ候補を実行し検索結果を
得る「問合せ実行機能」の 2つの機能から構成される．様々な情報源は仮想的
な表としてモデル化され，問合せ処理も関係モデルにおける操作によって処
理される．つまり共通データモデルとして関係データモデルが採用されてい
る．Web情報・XML等の情報源は仮想的に関係データモデルにマッピングす
る．Web情報や XMLが持っている階層関係が失われるというデメリットは
あるが，本技術の特徴である断片的な異種性解消定義と親和性が良く，デー
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データ統合検索索技術の概要
データ統合検索索
・統合概念念グラフ
・⽤用語辞書
・ドメイン辞書
検索索
要求
検索索
候補
問合せ変換機能
問合せ実⾏行行機能
実⾏行行
要求
・情報源に対する
問合せ情報
関連補完
項⽬目特定
表現変換
選択 検索索
結果
・概念念のリスト
・概念念に対する条件
関係モデル
• スキーマ変更更に強く，⾃自律律性を⾼高める必要性
→対応関係等のメタデータは断⽚片的・再利利⽤用可能（静的ビュー定義なし）
→検索索要求時にメタデータを組み合わせ，動的に異異種性解消
• 情報源の能⼒力力の差異異に応じた最適化を実施
メタデータ
最適化
情報源
図 4-1: データ統合検索技術の概要
タ統合検索を単純で整理されたモデルによって実現でき，統合を容易に定義
できるメリットがある．
問合せ変換機能は，指定された概念から，用語辞書を利用し対応する情報源
のデータ項目を特定し，統合概念グラフを探索することにより概念間の関係
を得て，ドメイン辞書から利用者側の表現形式と情報源の表現形式の関係か
ら変換ルールを決定する．概念間の関係は，必要に応じてテーブル間やデー
タベース間を結合する問合せに変換される．
利用者は，適切な問合せ候補を選択し，データ統合検索を実行する．問合
せ実行機能は，問合せ候補に含まれる情報を解釈し，複数の情報源から検索
したデータを統合し，表現形式を変換して返却する．複数の候補を選択した
場合，それぞれの検索結果の和集合が結果として返却される．
図 4-2は，グラフデータベースを含む 3つのデータベースから，統合検索
を行う例であり，利用するメタデータとの関係も示している．統合概念グラ
フの探索，ドメインの変換，命名異種の解消等を行い問合せ候補を作成し実
行している．
4.3.2 統合概念グラフ探索による問合せ候補生成
問合せ候補の生成には，前章のスキーマ統合手法によって作成された統合
されたスキーマの概念グラフである統合概念グラフを利用する．まず，ユーザ
が指定した概念を発見し，統合概念グラフを探索し，指定された概念をすべ
て通るパスを見つける．スキーマ統合の結果として得られている概念とデー
タベースのデータ項目との対応関係を利用してアクセスすべき DB・テーブ
ル・データ項目を発見する．そして，その繋がりからデータベースに対応する
問合せと，データ統合処理実施側の問合せ処理の組み合わせを生成する．そ
の例を図 4-3に示す．この例では，社内の組織と社内サークルの関連を知る
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動的なデータ統合検索方式の概要
• データの所在を指定しない問合せ要求：概念とその条件
• データの所在を探す「問合せ変換」と「問合せ実行」の2段階
ノード名 カテゴリ
川崎家 家系ラーメン
時計台 札幌ラーメン
ノード名 分類
パッタイ タイ料理
ソウル 韓国料理
店名 評判
川崎家 ☆☆
小杉家 ☆☆☆
パッタイ ☆☆
ソウル ☆
ノード
ノード名
カテゴリ
店名
評価
ドメイン辞書
問合せ変換
候補1
DB1.ノード名
DB1.カテゴリ
DB3.評判
概念・項目対応を
組合せ→問合せ候補
20
select　
ノード名, カテゴリ, 評価
where 評価 > 2
☆形式 数形式
統合概念グラフ
問合せ候補問合せ要求 検索結果
問合せ実行
候補2
DB2.ノード名
DB2.分類
DB3.評判
用語辞書
DB1 DB2
DB3
メタデータ
入出力の表現
形式を変換
概念グラフの
つながり探索
店名 カテゴリ 評価
川崎家 家系ラーメン 2
小杉家 札幌ラーメン 3
パッタイ タイ料理 2
メタデータ管理機能
を加え実用化
（MediPresto/M）
→詳細は参考1
図 4-2: 動的なデータ統合検索の例とメタデータ
ために，組織 名称と社内サークル 名称をユーザが指定している．統合概念
グラフを探索し，2つのデータベースのテーブルを取得し，従業員 氏名と社
内サークル員をキーとしてデータ統合処理実施側で 2つのテーブルを結合し，
所望の結果を得ることができる．
ここで，統合概念グラフ探索の方法は，最短経路探索ではなく，すべての
経路を網羅的に候補としてあげるようにしている．実際，データベースの参
照関係は，2つのテーブル間に複数の関連を持つ場合もあるし，遠回りして
つながる場合もあり複数候補が出る場合が多い．このような候補は，異なる
経路は最短ではなくとも，何らかの意味を持つ可能性があり，ユーザからの
選択からはずすべきではないからである．本技術では，すべての組み合わせ
をユーザに返却し，ユーザの判断に委ねるという方針を取っている．
問合せ候補は，以下の方針で作成される．
• 可能なかぎり単一情報源に閉じる．
• 可能なかぎりジョインを行わない．
• ユーザから指定された項目を必ず含む（または多く含む）．
これらの方針によって，ユーザ要求からの適合率により問合せ候補はランキ
ングされる（ランキングの詳細は [B81]参照）．ユーザは問合せ候補から自
分の所望の結果を選択し検索を実行できる．問合せ候補の複数選択はユニオ
ンの演算として処理される．また，問合せ候補はビューとして保存すること
も可能である．
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統合概念グラフを利用した問合せ変換
• ユーザが取得したい概念指定
‣ 組織_名称，社内サークル_名称
• 概念グラフ探索しパス発見
• 概念-DB対応からアクセスDB発見
• DB・メディエータ問合せ生成
‣ 従業員DB→従業員
‣ サークルDB→サークル
‣ メディエータでテーブル結合
- 従業員_氏名をキー
‣ 取得したい概念を返却
統合概念グラフ
従業員_番号 従業員_氏名 組織_名称 社内サークル_名称 社内サークル員
従業員テーブル 社内サークルテーブル
社内サークル
従業員
従業員_番号 従業員_氏名
従業員_組織
社内サークル_名称
組織
従業員_氏名従業員_番号
社内サークル_名称
社内サークル員
組織_名称
組織_名称
従業員DB 社内サークルDB
概念-DB対応 概念-DB対応
結合
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図 4-3: 統合概念グラフを利用した問合せ変換
4.3.3 用語辞書による命名異種性の解消
命名異種性の解消には，データ項目に関する用語辞書を利用している．ユー
ザ側に見える概念名と情報源側のデータ項目名を対応させている．用語辞書
は，前章の概念グラフによるスキーマ統合において構築されている前提であ
るが，後に述べる本技術のシステム化で実現したメタデータ自動収集機能で
は，情報源のデータ項目を概念名とする初期状態を自動生成することも可能
とした
用語辞書のイメージを図 4-4に示す．例えば，情報源 1のデータ項目「給
料」と，情報源 2のデータ項目「給与」がある場合，初期状態では，「給料」
と「給与」がユーザに見える概念として登録される．用語辞書として，概念
である「給与」と情報源 1のデータ項目「給料」の対応を登録すると，「給与」
という検索要求に対して，情報源 1「給料」と情報源 2「給与」の 2つが問合
せ候補としてマッチすることになる．
この用語辞書の採用はシンプルな技術ではあるが，統合スキーマの構築が
単純なユニオンで済む場合は，用語辞書への登録のみで統合作業が終わるこ
とになる．これは SQLで情報源の対応をユニオン式等を用いて登録するより
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氏名 年齢 性別
情報源1
名前 年 住所
情報源2
用語辞書
ユーザ項目 情報源 項目名
氏名 情報源1 氏名
氏名 情報源2 名前
名前 情報源1 氏名
年齢 情報源1 年齢
年齢 情報源2 年
年 情報源2 年
性別 情報源1 性別
住所 情報源2 住所
図 4-4: 用語辞書のイメージ
もかなり作業量を削減することができる．さらに，統合スキーマが固定的で
はなく動的であるために，個々の用語の対応や異種性の解消の再利用性が増
すと考えられる．本技術の問合せ候補の生成という機能が，一種のユーザに
よるビュー作成の支援となっており，断片的な用語対応との組み合わせでス
キーマ統合の生産性を向上させることが期待できる．
4.3.4 動的な表現形式変換
表現異種性の解消には，ドメインという概念を用いる．ドメインは一般的
なデータベースや情報資源管理で用いられる表現形式や型を表す概念に近い
が，本技術にあわせた考え方の整理がされている．表現形式変換の最も単純
なイメージを図 4-5に示す．ユーザ向けの表現形式が事前に決まっていて，情
報源とそれが異なっていれば，それを変換してユーザに返却し，ユーザから
は一様な形式として見ることができる．
まず，情報源側の表現形式をメタデータとして管理する．これをローカル
ドメインと呼ぶ．次にユーザが利用する表現形式をメタデータとして管理す
る．これをユーザドメインと呼ぶ（このことから本技術にはユーザの概念が
異種性解消のために必要となっている）．ドメイン間の変換関係は，表現形式
をノード，表現形式間の変換関数をエッジとするグラフとしてモデル化でき
る．これらのドメインとその変換関係の情報は，前章のスキーマ統合によっ
てドメイン辞書というメタデータとして構築されているので，それを本技術
で取り込む．
表現形式の変換は以下のように処理される．まず，検索要求からユーザが
ほしい項目に対応する情報源の項目が特定され，そのローカルドメインがわ
かる．そのローカルドメインとユーザドメイン間の変換が定義されているか
を表現形式グラフを用いて探索する．探索して見つかった場合，問合せ候補
として返却する（これは表現形式の変換が可能でない場合は検索できないと
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氏名 誕生日
鈴木 1965/8/28
情報源1 情報源2
氏名 誕生日
佐藤 昭和41年7月14日
ユーザ要求：select 誕生日
ユーザドメイン：和暦形式
変換
昭和40年8月28日 昭和41年7月14日
検索結果
昭和40年8月28日
昭和41年7月14日
図 4-5: 表現形式変換の一例
いう考え方であるが，実際に開発したシステムではこの条件を緩和し，可能
でない場合はその旨を通知するが候補とすることも可能となっている．）．検
索実行の際は，探索されたエッジ上の表現形式変換関数を適用して，データ
を変換しユーザに返却する．探索が，複数のエッジを通過する場合は，複数
の変換関数を組み合わせて実行される．
実用上は．多くのエッジをたどるような変換はあまり現れない．そのため，
本技術を実用化したシステムでは，グローバルドメインという代表的なドメ
インを定めておき，そのドメインとの変換関数を定義することを推奨してい
る．こうすると，表現形式変換グラフはグローバルドメインを中心とするス
ター上のグラフとなる．表現形式の変換はグローバルドメインを介した 2段
階変換でほとんどが実行される（グローバルドメインは，例えば，金額単位
等のように表現形式の集まり単位で定義する，この集まりをドメイングルー
プと呼んで管理している．）．
表現形式グラフの例を図 4-6に示す．円がドメイングループ，四角がドメ
インで，ドメイン間の矢印が変換関数，太線四角がグローバルドメインを表
す．変換関数の向きは表現形式の変換の向きを表している．すると，例えば，
ユーザドメインがコード 3で，ローカルドメインがコード 2である場合，変
換関数を探索し，コード 2→コード 1→コード 3という結果が得られるので，
この順に変換して，ユーザに返却する．この例ではユーザドメインがコード 2
で，ローカルドメインがコード 3 であれば探索が失敗する（コード 3→コー
ド 1のエッジがない）ため，変換は不可となる．このような場合は，検索の
最終候補からはずされる．
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コード1 コード2
コード3
円 ドル
元 ウォン
コード体系 グループ 価格 グループ
ドメイングループ ドメイン 変換関数 グローバルドメイン
図 4-6: 表現形式グラフの例
4.3.5 情報源の能力を考慮した問合せ最適化
Web情報・XMLデータベース・画像データベース等の様々な情報源を扱
う場合，データベース側の検索能力がまちまちである場合がある．例えば，
Web情報の場合，フォームに条件値を入れられる項目もあるが，条件として
は指定できず取得することしかできない項目もある．画像データベースの場
合，データベースによって指定できるパラメータが異なっていることもある．
そのような状況に対応するために，情報源の能力を考慮した問合せ最適化を
実施する．指定できる能力は，select指定可能（値返却のできる項目），where
指定可能（条件として指定のできる項目），ソート指定可能（ソートキーと
して使える項目）等がある．
また，画像検索等のユーザ定義関数を含む問合せを適切に生成するために，
必須項目による制御を行う．ある情報源の仮想テーブルを検索する場合に，必
ず条件として指定する必要のある項目を意味する．指定がない場合はデフォ
ルト値を条件として付加することも可能である．これらの情報源能力の制約
を満たすもののみが問合せ候補を生成できる．
筆者らは，これらの手法を XMLデータベース・画像データベース等の統
合検索に活用し有効性を示している [B83]．
4.4 動的に異種性解消するデータ統合技術の実現と
評価
4.4.1 システムとしての機能と特長
これまで述べた断片的な異種性の定義を利用した異種性解消技術を実現し
た，MediPresto/Mと呼ぶシステムを開発した．MediPresto/Mは，市販の
様々な RDBだけではなく，Webサイト，XML，画像データベース等のデー
タ統合検索も実現した．全体図を図 4-7に示す．
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本方式のシステムとしての実現
• 動的なデータ統合検索方式に，メタデータ管理機能を加え実用化
‣ データ統合の構築稼働削減：約1/3
‣ 導入例
- 大学資料(10DB)
- 病院情報(3DB)
- 研究所資料 (3DB)
問合せ変換機能メタデータ管理機能
編集ツール
標準変換関数
問合せ実行機能
メタデータ
自動収集機能 用語辞書検索
表現形式変換
概念グラフ探索
関係DB Web XML 画像DB
DB DB Web XML SGML
情報源
問合せ 検索候補検索実行
40
ユーザ
候補組合せ生成
情報源アクセス
ドライバ
MediPresto/M
図 4-7: MediPresto/Mの概要
MediPresto/Mの実用上の大きな特長として以下の 3点がある．
メタデータの自動収集機能 情報源のテーブル名・データ項目名等を自動的に
収集し，MediPresto/M上のメタデータとして構築できる機能を実現し
た．市販 DBMSのメタデータは，データ管理に比べて標準化できてい
ない部分もあり，その収集は必ずしも簡単ではなかった．本自動収集を
行うだけで，すぐに基本的な統合検索が可能な状態まで到達すること
ができる．その状態から用語辞書定義，表現形式変換定義を組み合わせ
ることにより実用的なスキーマ統合定義を作成することができる．
標準ドメイン変換関数 表現形式の変換関数として，頻繁に使われるものを標
準関数として提供した，標準関数としては，データ流通プラットフォー
ムDB-STREAMで利用した標準関数を利用した．この標準関数に対し
てパラメータ（変換定数や変換表へのパス等）を設定することにより，
変換関数を一から作成する必要がない．
メタデータ管理ツール GUI上でメタデータや異種性定義を設定できるツー
ルを整備した．上記の自動収集やドメイン変換の設定は一元的にこの
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ツールを用いて実現している．統合の定義は従来は，SQL等の言語を
エディタ上で作成する必要があったが，本システムでは GUI上での設
定を行いつつ，実際の検索を実行しながら（Webからの統合検索ツー
ルも提供している）調整することができ，異種情報源の統合の生産性を
向上している．
MediPresto/Mは，以下のようなサービスに向けて実用化され，その情報
源統合の実用性が評価されている．
統合マルチメディアアーカイブサービス 大学にある図書館等の様々な情報源
を統合したサービスに利用された（10情報源）．
病院情報サービス 病院で医者の仕事リストを管理するサービスのための情報
源統合に利用された（予約データベース，検査データベース，診断デー
タベース）．
研究開発検索サービス 社内の研究開発の成果等に関する情報源の統合に利用
された（1データベース，1Webサイト，4SGMLデータベース）．
4.4.2 データ統合検索の構築稼働コストの比較評価
データ統合検索の構築とは，データ統合検索が行えるように，データ項目
の対応付けを行ったり，表現形式変換関数を作成・設定したり，様々なメタ
データを整備し，データ統合検索が行えるまでの準備作業のことを指すこと
とする．
我々は，複数の既存社内データベースシステムを基に，MediPresto/M利
用時．未使用時のそれぞれの場合で，データ統合検索の構築を試作し，その
稼働を評価した．
既存社内データベースシステムの諸元を以下に示す．
• データベース数：5
• 総テーブル数：25
• 総データ項目数：627
比較結果を図に示す．未使用時に比較しておよそ 1/3に削減することがで
きた．削減の要因には，対応設計の容易さのようなデータ統合検索の方式に
依存する要因と，表現形式変換関数やメタデータ設定ツールの整備のような
MediPresto/Mのシステムに依存する要因がある．特に，変換関数の整備の
ようなシステムに起因する要因はコスト削減に大きく貢献したが，設定稼働
等の方式に要因する稼働にも削減効果があった（図 4-8）．
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従来方式
本手法
0 25 50 75 100
スキーマ収集
用語辞書構築
ドメイン設定
項目異種性解消
変換関数作成
テーブル設計／参照関係作成
}
}
スキーマ間関連特定
統合スキーマ作成
図 4-8: データ統合検索の構築稼働の比較
4.5 関連研究との比較
4.5.1 本技術の利点
この技術の利点は 3つあげることができる．
動的な性質を利用したデータベース変更への追随の柔軟性 例えば，データベー
ス上の 2つのテーブルを性能向上のためにジョインして一つのテーブ
ルとして管理するように変更した場合，本技術ではそのテーブルのメ
タデータのみ変更すれば，統合検索に対する影響がない．一般的な連邦
データベース等のビュー定義であれば，そのビュー毎に変更に対する影
響が発生していまう．
また，データベースのデータ項目の表現形式が変更された場合も，その
データ項目のメタデータのみを変更すれば，（表現形式変換が事前に存
在するという前提で）統合検索に対する影響がない．これも，旧来の技
術ではすべてのビュー定義に影響が発生する．
これらは，事前に静的にビュー定義をつくり込むのではなく，可能な限
り動的な探索によって，異種性定義を組み合わせるという性質から実現
できるものである．
異種性定義の断片化による再利用性向上 本技術では，このように表現形式の
変換を動的に構成することができる．既存の技術では個別の表現形式の
変換は統合ビューの定義に閉じてしまい，基本的には再利用ができない
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表 4-1: 既存手法との比較
既存手法との比較
30
SQL・XQuery ルールベース 提案手法
動的・柔軟性
統合能力
定義の再利用性
必要スキル
レベル
× ○
（実行時組合せ）
○
○ ○ △
× ○
（ルール単位）
○
△ ×
（知識処理） ○
ビュー定義
方式観点
‣ 動的で定義の再利用性のある点で，ルールベースの手法に類似
‣ ルールベースは汎用的すぎ定義が困難
‣ 提案手法は，異種性解消に特化しており，定義容易
が（巧妙なビュー定義を行えば可能かもしれないが高度なスキルが必要
である），表現形式の定義は断片的にされており，すべての統合ビュー
作成で共用化される．関数の単位で再利用するのではなく，表現形式と
して再利用することがポイントである．
メタデータの進化 変換関数は動的に組み合わせられるために，定義を必要に
応じて少しずつ作成していくことにより，ユーザは既存の変換定義を有
効に活かしながら進化していくことができる．
4.5.2 本技術の位置づけ
本技術の特長は，前節で述べたように，多くの既存技術で採用されている
SQL 等の言語による静的なビューを定義せずに，検索要求時に動的にメタ
データを探索して，問合せ候補を生成することにある．この技術は，情報源
の追加・スキーマ変更時の柔軟性が高い．メタデータは個々のビューに縛ら
れておらず断片的であり，再利用性が高いからである．
本技術と既存の技術との比較を表 4-1に示す．動的で定義の再利用性のあ
る点で，本技術はルールベースでビューを定義する手法に類似していると言
える．しかし，ルールベースのビュー定義では知識処理言語を利用する必要
があり，統合記述能力は豊富なものの汎用的すぎて定義が困難である問題が
ある．本技術は，異種性解消に特化してメタデータの知識を構築する技術で
あり，ルールベースの技術に比べ，統合を記述する能力はやや劣るものの，定
義が容易であることがメリットである．統合の記述能力に関する比較は次節
で述べる．
本技術の利用者インターフェースは，概念のリストとその条件を指定する
ものであったが，これは，既存の研究としては，普遍関係をインターフェー
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表 4-2: データ統合検索能力の比較
SQLの操作 実現 本技術での実現方法
select ○ 候補生成時指定
where ○ 候補生成時指定
distinct ○ 候補生成時指定
order by ○ 候補生成時指定
union ○ 候補の選択
intersection ×
minus ×
join ○ 関連を自動探索
outer join ○ 関連エッジの種別で区別
group by ×
subquery ×
スとする手法と類似している．普遍関係とは，データベース中の全データが
必ずその中に含まれる単一の仮想的な関係を言う．しかし，本研究と比較す
ると既存手法は不完全であると考えており．以下にその関係を論じる．
Zaoら [A50]は，製造業の複数社のデータベースを連携する方法を提案して
いる．そのような環境ではデータベースの自律性が強く要求されることから，
普遍関係を用いることにより緩やかな協調を図る方法を提案している．そこ
では普遍関係の曖昧性の問題の解決のために，アクセスパス情報（結合演算
等）や金額の単位等のスケール情報を文脈情報として利用する等の工夫がさ
れていることが特長である．しかし，データ項目の変換機能はすべて利用者
記述（ルールあるいは汎用プログラミング言語）であり，データ項目レベル
でのスキーマ構築作業が筆者らの技術が筆者らの技術と比べて同等あるいは
容易とは考え難い．
Reckら [A51][A52]は，異種情報源アクセスへの透過的なアクセス（情報
源の種類・所在などを奇にせずに済むアクセス）を可能とするためのアーキ
テクチャを提案している．その一部として，普遍関係に基づく利用者インタ
フェースを提案している．メディエータと呼ばれる意味的異種性を解消する
ソフトウェア（用語がやや混乱するが，情報源に対するラッパ相当であると
考えられる）を複数構築する必要がある．この技術では普遍関係における曖
昧性の問題の解決手段が示されていないことや，表現形式の変換において特
別な工夫や標準的な関数の準備等はなく，容易にラッパを作成可能とは考え
難い．
54
4.5.3 データ統合検索能力の比較
本技術はデータ統合検索環境の構築を簡易にすることに比べて，データ統
合検索能力はやや犠牲にしている．表 5.2は統合に使われる代表的な言語で
ある SQL言語における操作の，MediPresto/Mにおける実装状況と，どのよ
うな実現方法をしているかをまとめたものである．select，where等は候補生
成時にユーザが指定する．unionは候補を生成した後の選択として指定でき
る．joinは自動的に探索される．outer joinは joinと同様に関連の探索だが
joinの関連と outer joinの関連を異なるエッジとして区別し，違う候補とし
て生成させユーザに選択させるという設計をしている．intersection，minus，
group by，subquery等は実装していない．これらを本技術に含めることは不
可能ではないが，本技術の簡明性との親和性が悪く，定義の簡明性が失われ
てしまうこと，情報源の統合という観点で使われる頻度が少ないことという
理由から，本技術には含めていない．実際には前に述べた適用例の実現で，こ
れらの表現能力の制約が問題になったことはなかった．
4.6 制約つきグラフ探索への拡張
提案手法を制約つきグラフ探索に利用できるような拡張を行う．
4.6.1 Web情報源による制約つきグラフ探索の実現
グラフ探索機能の仮想化と適切な問合せ候補生成の課題を解決するために，
Web情報源を利用したサービスの仮想化を利用する．よって，グラフデータ
ベースへのアクセスはWeb経由であるという前提を置く．現在，最もポピュ
ラーと考えられるNeo4jにはREST APIが用意されており，多くのグラフ探
索サービスがWeb上から提供されているために，この前提は不自然ではない
（セキュリティ上の課題はある）．
Web情報源の利用例を図 4-9に示す．問合せ要求に対し，検索条件を get，
postのパラメータに変換し，Webページの取得要求を行い，結果として得ら
れるWebページをテンプレートに従い表構造を抽出し，検索結果として返却
する．
スキーマ統合の途中過程で得られたグラフデータベースの ERモデルの実
体型（ノード，エッジ，機能）を，仮想的な表として，本手法のWeb情報源
を定義する．そのとき，データ項目に対する制約を定義する．Web情報源で
は，データ項目に入力のみ可能な項目，出力のみ可能な項目という制約があ
る．制約つきグラフ探索のパラメータである発ノードや着ノードは入力のみ
指定可能であり，探索結果の経路は出力のみに可能な項目である．利用者の
指定でこの制約を違反する場合は問合せ候補から除外する．ここまでは既存
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Web情報源によるサービス仮想化
• サービスの仮想化が可能なWeb情報源技術を利用
‣ Webインタ フーェースの存在が前提
32
品川
横須賀
発駅名
着駅名
カテゴリ ラーメン
時間制約 食事,
～22時
品川→小杉家(21:30)→横須賀
品川→横浜家(21:23)→横須賀
select, 寄り道経路
where 発駅名 =’品川’ and 
着駅名 = ‘横須賀’ and
カテゴリ= ‘ラーメン’ and
時間制約 = ‘食事，～22時’
問合せ要求 検索結果
Webページ（入力） Webページ（出力）
寄り道経路
品川→小杉家(21:30)→横須賀
品川→横浜家(21:23)→横須賀
検索結果（2件）
検索条件を
get，postのパ
ラメータに変換
テンプレート
に従い表構造を
抽出
課題1の解決
近年のグラフDBや適用サービ
スで不自然な前提ではない
図 4-9: Web情報源機能を利用したグラフ探索機能の仮想化
のWeb情報源技術で実現できる．このWeb情報源によって仮想化されたグ
ラフデータベースと既存の情報源を組み合わせることにより，例えば，グラ
フデータベースに存在するカテゴリ情報より粗いカテゴリ情報を関係操作の
結合により組合せ，他のデータベースにあるカテゴリ情報で寄り道探索を行
うことが可能になる．また，複数のグラフ探索結果を関係操作の和として取
得することも可能となる．
4.6.2 グラフ探索能力の階層化を利用した問合せ変換と最適化
前節のWeb情報源による手法で，制約つきグラフ探索機能の仮想化と問合
せ候補生成は基本的には実現されているが，情報源側が必要なグラフ探索能
力を完全に持つ必要があるという点で，情報源の能力に応じた問合せ最適化
が実現されていない．情報源側にその能力がなければ問合せ候補から除外さ
れてしまう．そこで，グラフ探索能力を階層的に定義し，可能な限り情報源
側に実行させる技術を提案する．
まず，単純な例として最短経路を求めるダイクストラ探索を用い説明する．
ダイクストラ探索は，エッジに移動コストの数値プロパティを持つグラフに
対し，始点・終点を指定し合計移動コストが最小になる経路を求める探索で
ある．グラフデータベース情報源として，ダイクストラ探索を持っていない
ケースを想定してみる．前述のWeb情報源による手法では，このグラフデー
タベース情報源にダイクストラ探索を実行することはできない．しかし，以
下の条件が成立する場合を想定する．
• グラフデータベース情報源は，ノード・エッジ情報を取得する基本能力
を外部にWeb経由で提供している．
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• グラフデータベース情報源には，移動コストに相当するプロパティが
エッジに存在している．
• データ統合検索機能側で，ダイクストラ探索を実行することができる．
この想定であれば，データ統合検索機能側でダイクストラ探索を実行し，グ
ラフデータベース情報源にアクセスするときにノード・エッジ情報を取得す
る基本能力を利用すれば，ダイクストラ探索を機能として持たない情報源に
対して，ダイクストラ探索を実行することが原理的に可能である．
この考え方を一般化し，ある制約つきグラフ探索があるとき，以下の仮定
を置けば，情報源の能力の有無に関わらず，最終的に制約つきグラフ探索を
実現できる．
• グラフデータベース情報源は，ノード・エッジ情報を取得する基本能力
を外部にWeb経由で提供している．
• グラフデータベース情報源には，制約つきグラフ探索に必要なプロパ
ティが存在している．
• データ統合検索機能側で，制約つきグラフ探索を実行することができる．
これは制約つきグラフ探索の能力の階層化の最も単純な例であり，最低レ
ベルの基本能力と最高レベルの制約つきグラフ探索能力の 2通りしかない場
合である．これを階層的に処理を分解できる制約つきグラフ探索に一般化す
る．制約つきグラフ探索の処理分解を以下に定義する．
定義 3 (制約つきグラフ探索の処理分解) ノードプロパティ集合PV，エッジ
プロパティ集合 PE に対する結果制約条件として C が与えられている制約つ
きグラフ探索に対して，以下の性質を持つ 2つの制約つきグラフ探索がある
場合，元の制約つきグラフ探索の処理分解と呼ぶ．ただし，◦の意味は制約
の適用をパス集合に対して，続けて行う場合に，結果となるパス集合が等し
いという意味とする．
PV = P1
V ∪ P2V
PE = P1
E ∪ P2E
C(PV , PE) = C1(P1
V , P1
E) ◦ C2(P2V , P2E)
この分解の典型的な例は，制約つきグラフ探索の探索と制約のチェックが
分離でき，探索後に制約チェックを行い探索結果を求められる場合である．し
かし，ここで，結果となるパス集合が等しいという分解に関する成立条件は，
厳しいものである．実際の問題で処理分解を考える場合，制約適用の可換性
が一般には成り立たないため，分解した制約を重ねて適用した結果と，元の
制約が一致しない場合が多い．しかし，そのような場合でも，実用上の精度
要求から許容できることもあるので，パス集合の等しさは，その分解を定義
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能⼒力力の階層化を利利⽤用した最適化
•グラフ探索索能⼒力力を階層としてとらえる
• 上位ほど能⼒力力が⾼高く，多くのプロパティを⽤用いる．
• 上位能⼒力力は下位能⼒力力＋差分能⼒力力に等しい（能⼒力力の分解）．
• 最下位の能⼒力力（基本能⼒力力）は，ノード・（隣隣接）エッジの取得
• 基本能⼒力力と必須プロパティで任意の制約つきグラフ探索索は実現可能
level 能力 必須プロパティ
3 x-ホップ内の趣味がyのサブグラフ内の取得 ノードid，エッジid, 趣味
2 x-ホップ内のサブグラフ取得 ノードid，エッジid
1 基本能力 ノードid，エッジid
例例1（SNS探索索）の能⼒力力階層と必須プロパティ
趣味によるフィルタが差
分能⼒力力
図 4-10: 例 1（SNS探索）の能力階層と必須プロパティ
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階層的最適化：⽅方式
•制約つきグラフ探索索処理理について以下を管理理
• データ統合側で処理理可能な能⼒力力と分解・階層，その必須プロパティ
• 各情報源側が処理理できるレベル
•問い合わせ＋上記管理理情報を利利⽤用
• →データ統合側・情報源側の処理理分担決定
⼀一般的な能⼒力力階層
level3=level2+level3ʼ’
level1=基本能⼒力力
level2=level1+level2ʼ’ Property1
id
id
Property1id Property2
能⼒力力の分解を管理理
上位能⼒力力
＝下位能⼒力力＋差分能⼒力力
能⼒力力を実現するために
必須なプロパティ
level2情報源
データ統合機能
基本能⼒力力
level2
level2
基本能⼒力力
level3level3
探索索要求
level2
探索索要求
処理理分担イメージ
情報源ですべて処理理
データ統合側の処理理と組
み合わせ
図 4-11: グラフ探索能力の階層化の管理
する（プログラミングする）開発者の判断に委ねられるとする．制約分解の
数理的モデルによる一般化は，今後の課題である．
定義 3は，ある制約つきグラフ探索がある場合に，その制約を，2つに分解
し，それぞれの分解で指定されるプロパティ集合は，元のプロパティ集合の
部分集合となっていることを意味している．分解は階層的に定義されること
が可能である．そのとき，分解によって，階層が下がるに従ってプロパティ
集合は徐々に小さくなることになる．そして，最下層はプロパティを用いず
に（プロパティが空集合の場合），idを指定してグラフから単純にノードと
エッジを抜き出す最も基本的な処理が位置づけられる．
処理分解を用いた能力の階層化イメージを図 4-11に示す．階層の高い能力
は下位の能力を組み合わせて実現することができる．能力が高いほど多くの
プロパティを指定した探索を行う．
図 4-11は，グラフ探索能力の階層化の管理と，それを処理分担に反映させ
るイメージを示している．左図の最上位階層が意味することは，以下である．
• level3能力は level2能力と level3’能力に分解される
• level3能力で利用するプロパティは Property1と Property2である
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図 4-11の下側の例は，k-topの最短経路探索をその近隣施設の値の条件でし
ぼり込む制約つきグラフ探索の例を示している．以下に，この考え方を用い
て，データ統合検索におけるプッシュダウンを実現する方法を述べる．まず，
次のメタデータを管理する．
• 制約つきグラフ探索処理と，その探索処理で利用されるプロパティの
関係
• 制約つきグラフ探索処理の分解関係
• 情報源が実施できる制約つきグラフ探索処理
そして，このメタデータで管理される制約つきグラフ探索処理（分解された
ものも含む）すべてはデータ統合検索の問合せ実行機能として実現されてい
るという前提とする．上記メタデータを利用したデータ統合検索の問合せ変
換機能の処理手順を示す．
• 情報源がどのレベルの階層まで処理できるかをチェックする．
• グラフ探索実行に必要なプロパティの存在を調べる．
• プロパティがすべて存在する場合は，情報源側で処理できると判断し，
当該能力をプッシュダウンする問合せを生成する．
• プロパティが不足している場合は，次の下の階層の処理を情報源側で実
施できるかを調べる．
• 以上のチェックを下位階層に向かって繰り返し実施し，最終的に情報源
側の能力とプロパティが得られなかった場合は，最下層のレベル 1の能
力を用いてデータ統合検索側で制約つきグラフ探索を実施する．
以上の方式により，階層的な能力のプッシュダウン最適化が可能となる．
4.7 まとめ
メタデータのグラフ化を利用することにより，データの異種性を断片的に
定義でき，動的に異種解消することのできるデータ統合技術を提案し，その
システム化を行いスキーマ構築の稼働を評価し，約 1/3に削減できることを
示し，その有効性を示した．
さらに，データ統合検索技術を制約つきグラフ探索に適用できるように拡
張した．制約つきグラフ探索の分解を定義し，その分解に基づく階層的な能
力管理を利用して，プッシュダウンが可能な問合せ最適化技術を確立した．
今後の課題としては，以下の 2つがある．
59
課題 1：動的特性の有効性の評価 動的な異種性解消を，データ統合の構築稼
働という観点で評価したが，動的な特性は，スキーマ変更や情報源追加
等に最も有効に働くと考えられる．その観点での評価は難しいが，今後，
実施例の検証，シミュレーション等によって評価し有効性を示したい．
課題 2：制約つきグラフ探索のモデル詳細化 制約つきグラフ探索の分解を定
義したが，分解した場合に同等な（厳密的な意味の同等と実用的な意味
の同等がある）解が得られるかどうかは，分解を行う処理個別に開発者
が判断し，実装する必要があった．制約つきグラフ探索を数理的にモデ
ル化し，その探索結果の同一性を判定できれば，分解の存在の有無・分
解の実装のために有効である．
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第5章 異種データベース環境にお
ける時間制約つき寄り道探
索の実現
5.1 導入
本章では，制約つきグラフ探索の一例として時間制約つき寄り道探索を提
案し，単一データベース・分散データベースにおける適用を行い，その評価を
行う．まず，時間制約つき寄り道探索を提案する背景と問題意識を説明する．
近年，カーナビゲーション，スマートフォン，地図サービス等の普及によ
り，旅行計画作成に関するニーズが増大しており，様々なサービスが実用化
されている．最も単純な旅行計画作成の例は，最短経路探索であり，鉄道網
や道路網から所望のルートを探索するサービスに活用されている．これは，
ノード間の移動コスト（例：所要時間）が与えられたグラフにおいて，合計
コストが最小となる最短のルートを求める問題であり，ダイクストラ法，A*
法等のグラフ探索技術が確立している [A60][A61][A62]．
一方，ユーザの位置情報に応じて，お勧めの場所を推薦するレコメンドサー
ビスがある．ユーザの位置（GPS等により取得）の近くにあり，ユーザの希
望，趣向にあった店を推薦したり，目的地までのルートを探索したとき，そ
のルート沿いのガソリンスタンドやファーストフード店を推薦したり等，交
通やグルメ等のインターネット上の検索サービスの分野 [A63][A64]や，カー
ナビ等のナビゲーションシステムで用いられている．
また，上記サービスに関係するが，少し目的が違う，次のような要求もあ
る．例えば，ユーザがどこかに出張するときに，必ずしも最短経路でなく，多
少遠回りしてもよいから，そのルート上で自分の好みの昼食をとってから目
的地に到達したい，という要求である．この要求を満たす探索を「寄り道探
索」と呼ぶことにする．このとき経由地を POI（Point of interest）と呼ぶ．
ユーザからは，直接具体的な POIではなく，「寿司が食べたい」とか「銀行に
行きたい」というような行きたい場所のカテゴリで指定されることを想定す
る．具体的な POIが事前に決まっているのであれば，出発点-POI・POI-到
達点の 2つのルートを最短経路探索法で求めればよいので，技術的には既存
の技術で解決できる．しかし，寄り道探索では，あらかじめわからない POI
を探索しつつ，できるだけ最短経路に近いルートを求めることが必要になる．
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寄り道探索において，寄り道先に時間制約がある場合を考える．例えば，
開店時間には 12時～22時のように制限がある．その開店時間に到着できる
ようなルートだけを結果としてほしい．例えば，夜遅めに出発するときには，
閉店に間に合うように出発点に近い POIに寄り道する必要がある．また，開
店時間だけでなく，「12時～13時，ランチ 2割引」や「17時以降，閉店前 3
割引」のような時間限定のタイムセールのときに来店したいという要求も同
じ課題であると言える．このような，時間制約をもつ寄り道探索を「時間制
約つき寄り道探索」と呼ぶ．上記では，開店時間などのサービスの時間制約
を例として挙げたが，「その店で 2時間ゆっくりしたい」「銀行でお金をおろ
すのでぎりぎりに間に合えばよい」というような，ユーザにとっての時間制
約の要求もあり，これらも満たすような探索を行いたい．
まず，時間制約を満たす解を導出する方法が課題となる．通常の寄り道探索
では総所要時間は，出発点から POIまでの所要時間と，POIから到達点まで
の所要時間を単純に足せばよいが，時間制約つき寄り道探索の場合，待ち時
間も許容することがサービス的に有効である．待ち時間も含めたスケジュー
ルを決定し，その総所要時間で最終的にランキングする必要がある．また，寄
り道探索は POIを探すために，通常の最短経路探索以上に多くのノードを探
索する必要があるため，できるだけノードの展開を減らし，探索速度を向上
することも課題である．
大沢他 [A65]で提案されている寄り道探索のための逐次拡大法をそのまま
利用し，それに時間制約つき寄り道探索解を導出する方法を組み合わせた基
本導出法と，さらに時間制約を積極的にグラフ探索に利用する動的導出法を
提案した．動的導出法は，単一データベースの場合，探索範囲と解候補の個
数を制限し性能を改善できる．
さらに，時間制約つき寄り道探索は，交通網に関する情報とサービスに関
する情報が，分散・異種になる可能性が高い特長を持つ．そこで，異種分散
データベース環境における時間制約つき寄り道探索に，本研究の提案手法を
適用し評価する．階層的な能力管理を用いた制約つきグラフ探索のプッシュ
ダウン方式が，時間制約つき寄り道探索において，どのように実現されるか
を示し，分散データベース環境の実験により評価し，処理を分解できる基本
導出法が性能上有利になるケースが多いことを示した．
本章は以下のように構成されている．まず，5.2節で過去の研究との関連を
示し，5.3節で時間制約つき寄り道探索を定義し，5.4節で既存の寄り道探索
の手法と基本導出法について述べる．5.5節で動的導出法を示す．5.6節で提
案手法を単一のグラフデータベースを用いて実装した実験システムとその評
価を述べ，5.7節で異種分散データベース技術を用いた提案手法の適用につい
て述べ，5.8節で結論と今後の課題を述べる．
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表 5-1: ルート探索手法の比較
Sequenced Route探索 時間制約つき寄り道探索
利用する距離 ユークリッド距離 グラフ上の距離
出発点指定 あり あり
到着点指定 なし あり
寄り道先の数 複数 1
順序性 あり なし
時間指定 なし あり
解の最適性 準最適解 最適解
5.2 関連研究
本章で扱っているのは，グラフ上でPOIを探索し，条件付きの最短経路を求
める問題であり，グラフデータベース・空間データベースの分野との関連が深
い．空間データベース検索の分野では，k-最近傍探索等の分野で類似のPOIを
探索する方式が提案されている [A66][A67]．その代表例として，Sharifzadeh
他 [A66]によるOptimal Sequenced Route探索があげられる．これは，複数
の異なる POIを指定された順序で探索するという一種の最近傍探索であり
ユークリッド距離を用いている．本章のようなグラフ上の最短経路探索では
ない．また，Optimal Sequenced Route探索は準最適解であることに対し，
本章で提案する手法では最適解を求めることが可能である．表 5.2にその違
いをまとめた．一方，ユークリッド距離ではなくグラフ上の距離で，最短経
路探索等を効率よく求める技術の研究が行われており [A68]，特にネットワー
クボロノイ図等を前処理で作成し効率化をはかる研究が盛んである [A69]．し
かし，本章では頻繁に変更される時間制約があるような応用を想定する．例
えば，我々が想定している応用として，レストランやスーパーマーケットの
タイムセールの探索がある．これは，事前にスケジュールが決まっておらず，
当日の在庫状況，顧客状況等によって実施が決定され，それを POIにいる従
業員が twitterでつぶやくと探索の対象として登録されるというように，実時
間性がある．その場合，前処理が必要であるとそのやり直しが頻繁に発生し
てしまうので適しておらず，前処理を必要としないことが望ましい．例えば，
Sharifzadeh他 [A66]や蒲原他 [A69]は，ネットワークボロノイ図を事前に作
成しておく必要があり，時間制約を利用する問題に適さない．前処理を必要
としない手法として，大沢他 [A65]による逐次拡大法がある．これは，POIが
一つである制約はあるが，前処理なしで寄り道経路探索を実現している．本
章ではその手法を拡張している．
時間の制約という意味では，時間概念を組み込んだ時制データベース [A70][A71]
が研究されているが，関係モデルや XML等の一般的なデータモデルに時間
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概念を組み合わせる研究が主流になっている．本章は，グラフデータベースに
時間概念を取り込んでいることに特徴があるが，サービスの概念に特化して
いるという意味で，一般的な時制グラフデータベースとまでは言えない．し
かし，今後，一般的な時制グラフデータベースの研究を進める上での最初の
一歩であり，重要な応用例になるものと考える．
本章では，ユーザやサービスによって指定された時間制約を満たす時間区
間を求めているが，これは区間スケジューリング問題 [A72]に関連がある．区
間スケジューリング問題では，要求する区間に重なりがなく，できるだけ多
く（長く）要求を実行できる区間を選ぶことが目標になるが，本章では POI
を一つに制約し，答えとなる時間区間の個数が三つに限られていることから，
問題に特化した初等的な解法で時間区間を求めている．今後，POIを複数に
拡張するときに，より一般的な区間スケジュール問題の成果を利用できる可
能性がある．
ユーザの嗜好を反映したルートを提示するような研究としては，松田他
[A73]があるが，「歩道のある道を歩きたい」等の要求に応じて，コストに重
みを設定しルートを計算する方法であり，本章で問題としているカテゴリに
合致するような寄り道を行う探索には利用することができない．
グラフ情報を蓄積・検索する手段として，グラフのデータモデルを直接扱
うことができるデータベース管理システムが一般的になりつつあり，グラフ
データベースと呼ばれている [A74]．実用的に利用できる製品も近年でてき
ている [A75]．本章でも，システムの実現と評価に利用している．
5.3 時間制約つき寄り道探索
5.3.1 時間制約つき寄り道探索の定義
時間制約つき寄り道探索は，例えば，開店時間には 12時～22時のように
制限がある店に到着できるようなルートを求めるグラフ探索である．夜遅め
に出発するときには，閉店に間に合うように出発点に近い POIに寄り道する
必要があり，「その店で 2時間ゆっくりしたい」「銀行でお金をおろすのでぎり
ぎりに間に合えばよい」というような，ユーザにとっての時間制約の要求も
ある．以下に定義を述べるが，これらの条件を満たす定義となっている．寄
り道先は一箇所に限定している．G = (V,E)を重みつきグラフとする．V が
頂点（ノード）集合，E が辺（エッジ）集合である．エッジへの重みは移動
にかかる時間を表すこととする．
定義 4 (カテゴリ) ノードの種別を表すラベルをカテゴリと呼ぶ．カテゴリ
が付与されたノードを POIと呼ぶ．カテゴリは，寄り道先として指定するた
めに使う「コンビニ」「銀行」「中華料理屋」等の指定を意味する．
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定義 5 (時間区間) 時間区間を [開始時刻, 終了時刻]と表現する．以降の説
明では，分単位で時刻と時間を表記し，時刻を表すときに年月日を省略する．
定義 6 (サービス条件) POIにおいてサービスを識別するラベルをサービス
内容と呼ぶ（例：営業時間，ランチサービス，商品 2割引）．サービス内容と
そのサービスが実施される時間区間の組をサービス条件と呼ぶ．一般的には
サービス実施時間はひとつの区間とは限らないが（例：昼と夜に営業），以
降の解の導出法ではひとつのサービス実施は一つの区間であることを前提と
している部分がある．一般化は今後の課題である，
定義 7 (ユーザ条件) 以下の 5つのユーザ側の時間制約をユーザ条件と呼ぶ．
• 出発点条件：出発点を出発し探索を開始する時刻を含む時間区間
• POI開始条件：POIでサービスを開始する時刻を含む時間区間
• POI終了条件：POIでサービスを終了する時刻を含む時間区間
• 滞在長条件：POIでサービスを受ける時間の長さの最大値・最小値
• 到着点条件：到着点に到着し探索を終了する時刻を含む時間区間
定義 8 (時間制約つき寄り道探索) カテゴリ・サービス条件が与えられてい
る重みつきグラフG = (V,E)に対して，時間制約つき寄り道探索とは，指定
した出発点・到着点・カテゴリ・サービス内容・ユーザ条件・解の個数 kに対
して，以下の条件を満たすグラフ上のルートと結果となる時間区間である S
区間（出発点から POIまで移動する時間区間），P区間（POIに滞在する時
間区間），E区間（POIから到着点へ移動する時間区間）の組について，総
所要時間（E区間の最大値 - S区間の最小値）が最小となる上位 k組を求め
ることを言う．
• ルートは，指定した出発点を出発し，指定したカテゴリを付与された
POIを経由し，指定した到着点に到着する
• S区間の最小値は出発点条件に含まれる
• S区間の長さは出発点から POIまでの移動時間に一致する
• P区間の最小値が，POI開始条件に含まれる
• P区間の最大値が，POI終了条件に含まれる
• P区間はPOIにおける指定したサービス内容のサービス条件に含まれる
• P区間の長さが，滞在長条件の最小値と最大値の間にある
• E区間の最大値が到着点条件に含まれる
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図 5-1: 時間制約つき寄り道探索の解
• E区間の長さは POIから到着点までの移動時間に一致する
図 5-1に，ユーザ条件・サービス条件とそれを満足する解の例を示す．時
間制約つき寄り道は以下にあげる特徴をもち，単に時間制約を満たすルート
を求めるだけでなく，「スケジュールを立案する」といった性格をもっている．
• 区間の位置は一意的に決まるとは限らない．P区間は，この条件であれ
ば，図 5-1に示したように 19時半～21時半でもよいし，19時～21時
としてもよい．移動時間が長ければ，それにより制約を受けるが，決定
には任意性がある．その決定のためには，スケジュールに関する何らか
の戦略（できるだけ早く物事を済ます，等）が必要となる．
• POI滞在区間の前後の待ちを許容している．S区間と E区間が POI滞
在時間と重なってはいけない条件はあるが，S区間の最大値は POI開
始条件に含まれる必要がないし，E区間の最小値は POI終了条件に含
まれる必要がない．これは，例えば，POIがレストランとなるような
応用において自然な仮定である．
ユーザ条件を細かく定義しているのは，できるだけ一般的な状況に対応す
るためであり，それらには実用上対応する意味がある．仕事終わりに友人と
宴会をする場面で図 5-1の値を例にして，以下に説明する（以降の説明でも
POIへの滞在を宴会の比喩で説明することがある）．
• 出発点条件の最小値：仕事が 17時までなので，それ以前は出発できない
• 出発点条件の最大値：18時に会社が閉まるので，その前に出発する
• POI開始条件の最小値：友人が 19時前にこれないので，それ以降に宴
会を開始する
• POI開始条件の最大値：宴会を遅くとも 20時より前に始めたい
66
• POI終了条件の最小値：21時まではゆっくり宴会をしたい
• POI終了条件の最大値：22時以降は太るので宴会を終わらせる
• 到着条件の最小値：23時にならないと家のカギが開かない
• 到着条件の最大値：門限が 24時である
• 滞在長条件の最小値：2時間は最低ゆっくり宴会をしたい
• 滞在長条件の最大値：長く滞在すると腰が痛くなり 2時間が限界
また，チケット購入のように，窓口に滑り込みで間に合えばよいという場合，
滞在長条件を 0に設定すればよい．
今後の説明のために，ユーザ条件と解の区間の最大値と最小値に名前を付
ける（図 5-1）．
• 出発点条件 = [start min, start max]
• POI開始条件 = [poi start min, poi start max]
• POI終了条件 = [poi end min, poi end max]
• 滞在長条件の最小値 = poi stay min
• 滞在長条件の最大値 = poi stay max
• S区間 = [total start, poi arrive]
• P区間 = [poi stay start, poi stay end]
• E区間 = [poi leave, total end]
総所要時間を total cost，出発点から POIまでの時間を cost s，POIから
到着点までの時間を cost eと表すこととする．以下の自明な関係が成り立つ．
• total cost = total end− total start
• poi arrive = total start+ cost s
• total end = poi leave+ cost e
時間制約つき寄り道探索のイメージを図 5-2に示す．
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時間制約つき寄り道探索
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図 5-2: 時間制約つき寄り道探索
5.4 基本導出法
5.4.1 逐次拡大法による寄り道探索
基本導出法の基となる寄り道探索のための逐次拡大法（大沢他 [A65]）に
ついて説明する．基本的には，逐次拡大法は，双方向ダイクストラ探索をア
ルゴリズムとして利用し，出発点・到着点・POIの 3点を結ぶ三角形に関す
る三角不等式を終了条件とすることが特長であり，最短経路探索の近年の研
究 [A15][A16][A17]において利用された技術を応用的な探索に適用した手法
である．その概要を図 5-3に示す．
上位 k個の解を求める逐次拡大法の基本的な手順を図 5-4に示す．ダイク
ストラ法に相当する部分は簡略化している．出発点を S・到着点をEとする．
基本的なアイディアは，出発点側（S 側）・到着点側（E 側）の両方からダ
イクストラ法を実行することである．指定したカテゴリのノードに到達した
ら，そのノード（これが見つかった候補 POI．複数ありえる）までのルート
を候補テーブルに登録し，候補テーブルの中で，候補 POIに両側から到達す
るルートが登録されたら寄り道が完成したことになるので，それを繋げて結
果テーブルに登録する．
繰り返しの終了条件であるが，通常のダイクストラ法ならば，到着点のコス
ト決定時点でよいが，寄り道探索では到着点ではなくPOIを探すため，以下の
条件とする必要がある．結果テーブルをRT，候補テーブルをCT，ルートR
の全体コストを cost(R)，出発点（到着点）からPOIまでのコストを cost s(R)
（cost e(R)），探索において次に展開するノードのコストを cost s current（S
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図 5-3: 逐次拡大法の概要
側），cost e current（E側）とするとき，終了判定条件は，k個の解が求め
られ，かつ以下の 2つが両方成り立つことである．この式はよりコストの小
さいルートが今後得られる可能性がないことを意味している．
maxR∈RT (cost(R)) ≤ minR∈CT (cost s(R)) + cost e current
maxR∈RT (cost(R)) ≤ minR∈CT (cost e(R)) + cost s current
ただし，POI密度（全体ノード数に対する POI数の割合）が低い場合，k
個の解が見つからないと，上記条件だけでは終了せずに延々と遠回りして解
を探してしまう．よって，応用目的にあった現実的な値（例：レストラン探
索なら 180分以内）で上限を設けることも必要になる．
5.4.2 基本導出法の概要
基本導出法の概要を図 5-5の左側に示す．まず既存の逐次拡大法を用いて，
時間制約のない解を（最終的に求める個数よりも多めに）求める（非時間解と
呼ぶ）．そして，非時間解が時間制約を満たすかを判定し，最終的な解（時間
制約解と呼ぶ）を導出する．この方法のメリットは既存の寄り道探索手法を
そのまま利用できることにある．一方，問題点は，非時間解を多めに求めた
として，時間制約解がその中に含まれる保証が必ずしもないことである．例
えば，POI密度が高いが時間制約を満たす POIが少ない場合，逐次拡大法は
近くにある POIばかりを非時間解として求めてしまって，与えられた時間制
約を満たす POIに到達しない可能性がある．よって，非時間解は多めに求め
ておく必要があるが，その個数については 5.6章で評価している．
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while 展開すべきノード集合が空ではない do
NS ← S 側の次の最小コストノード（ダイクストラ法）
NE ← E 側の次の最小コストノード（ダイクストラ法）
if 終了条件を満たす then
return 結果テーブル
end if
if NS がユーザ指定カテゴリを持つノード then
候補テーブルに S → NS のルートを登録
end if
if NE がユーザ指定カテゴリを持つノード then
候補テーブルにNE → E のルートを登録
end if
if 候補テーブルに両側から同じ POIに到着するルートがある then
見つかった S側・E側のルートをつなげて，結果テーブルに登録
候補テーブルから，見つかった S側・E側のルートを削除
end if
結果テーブルを全体コストでソートし，上位 k個のみを保持
コストテーブルの更新（ダイクストラ法）
end while
図 5-4: 逐次拡大法のアルゴリズム（概要）
5.4.3 時間制約の判定
非時間解が時間制約を満たすかの判定について述べる．三つという限られ
た時間区間の判定なので，(a)単独区間の制約判定，(b)隣接二区間の制約判
定，(c)全体（三区間）の制約判定，を数直線上でチェックする初等的な方法
でよい．また，方針としては，最初にサービス条件と POI開始条件と POI終
了条件の制約をチェックする．それが満たされるのであれば，それらの交わ
りを新たな POI開始条件と POI終了条件としてその後のチェックに進む．こ
のことで，実質的にサービス条件のチェックが終了するため，その後，サー
ビス条件を考慮する必要がなくなる．つまり最初に P区間単独の制約判定を
行うことになる．
P区間に関するチェックの例を図 5-6 に示す．最初に，POI開始・終了条
件とサービス条件に矛盾がないことをチェックする．POIへの滞在開始時刻
と滞在終了時刻はサービス時間に含まれる必要がある．以下に条件を示す．
• 条件 P-1：service start ≤ poi start max
• 条件 P-2：poi end min ≤ service end
次に，POI開始・終了条件を補正する．これはサービス条件を POI開始・
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図 5-5: 基本導出法と動的導出法の概要
終了条件に反映させる処理である．POI開始・終了条件とサービス条件で交
わりを取り，それを補正された POI開始条件・終了条件として今後の処理で
使用する（図 5-6 の poi start′ と poi end′）．
次に，補正された POI開始・終了条件と POI滞在時間に矛盾がないこと
をチェックする．図 5-6に示すように，滞在時間が POI開始・終了条件に対
して短い場合と長い場合は矛盾である．制約を満たす条件を以下に示す．条
件 P-3が POI滞在が短い場合の排除，条件 P-4が POI滞在が長い場合の排
除である．これで P区間単独としての制約チェックが完了する．
• 条件 P-3：poi end′ min < poi start′ max+ poi stay min
• 条件 P-4：poi start′ min+ poi stay max ≤ poi end′ max
次に，S区間と E区間についての制約チェックを行う．非時間解で求まった
出発点から POIまでの時間（cost s）と POIから到着点までの時間（cost e）
を利用する．図 5-7にチェックの例を示す．まず，S区間と E区間の単独の
チェックであるが，待ちを許容するから小さい分には制約はない（POI開始条
件（終了条件）内に到着（出発）する必要はない）ので，大きい場合のチェッ
クのみでよい．S区間は POI開始条件を超えなければよく，E区間は POI終
了条件を超えなければよい．以下に条件を示す．
• 条件 S：start min+ cost s < poi start′ max
• 条件 E：poi end′ min+ cost e < end max
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図 5-6: P区間の制約チェック
次に，隣接二区間の制約判定であるが，それぞれ 2つを繋げた区間が大き
すぎて，POI滞在終了・開始を超えるということがなければよい（小さい場
合については，単独区間の制約のみでかまわない）．以下に条件を示す．
• 条件 S-E：start min+ cost s+ poi stay min ≤ poi end′ max
• 条件 P-E：poi start′ min ≤ end max− (cost e+ poi stay min)
最後に三区間全体の整合であるが，出発から到着までのトータルの長さが
区間の最大幅を超えなければ良い．以下に条件を示す．
• 条件 S-P-E：cost s+ poi stay min+ cost e < end max− start min
これで制約条件のチェックは完了である．
5.4.4 時間制約解の導出
次に，時間制約解の導出について説明する．前節のチェックによって，「時
間（の長さ）」について矛盾するような条件は排除されているが，これまで与
えられた制約だけでは，いつ出発し，POIに滞在し，目的地に到着するとい
う「時刻」は一意には決定されない（総所要時間は一意に決まらない）．時刻
を決定するためには，スケジュールの戦略を前提としておく必要がある．こ
こでは，代表的な「できるだけ待ちをなくし，かつ早く行動する」という戦
略に基づく方法を提示する．戦略の特徴を以下にあげる．
• できるだけ早く POI滞在を開始する
72
time
min minmax max
!NG" cost_s
poi_staypoi_start' poi_end'start end
min max min max
cost_e
!OK"
cost_s! cost_ewait
poi_stay cost_e cost_s!!S-P-E poi_stay cost_ecost_s !
!!S-P
!!P-E
cost_s poi_stay
cost_s poi_stay !
poi_stay
poi_stay

!
cost_e
cost_e
#!!S!!E
!NG"
!OK"#
!NG"
!OK"#
!NG"
!OK"#
wait
図 5-7: S区間と E区間の制約チェック
• できるだけ早く帰宅しようとする
• 待ち時間はできるだけ発生させない
• POIでのサービスに間に合う範囲で、出発点の出発時間を遅らせる
この戦略は単純化されており，現実の適用領域によっては適さない場合も
あるが，それは下記に述べる方法を基本として修正すれば実現できる．
以下の導出では単純化のため P区間の長さは固定であると仮定する（この
値を poi stayとする）．
時間制約解の導出は 2つのフェーズによって構成される．
• 個別値決定フェーズ
• 調整フェーズ
個別値決定フェーズとは，全体としてのスケジュールの整合性は無視し，三
つの区間の位置をそれぞれ戦略に合うように（この場合はできるだけ早めに
行動するように）決定する．調整フェーズでは，前フェーズで決まった区間
が重ならないように調整する．
図 5-8に個別値決定フェーズのイメージを示し，決定するための場合分け
条件を表 5-2に示す．この表の条件ですべての値が決定される．この表に入ら
ないような区間が長すぎるケース，短すぎるケースは事前に除外されている．
S区間は，cost sの値が小さいときは，許容されるぎりぎり（start max）
に出発し，POI到着後宴会開始まで待つことになる（Case1）．cost sがだ
んだん大きくなり待ちが短くなり，poi arriveが poi start minに到達する
と，次に total startが前倒しされる（Case2）．total startが start minに
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図 5-8: 個別値の決定イメージ
到達した時点で，poi arriveが後ろにずれていく（Case3）．cost sの最大値
は poi start max− start minである．
P 区間は，POI 滞在時間（poi stay）が小さいときは，許容されるぎり
ぎり（poi end min）に終了するように宴会が行われる（Case1）．POI 滞
在時間がだんだん大きくなり，poi stay start が poi start min に到達する
と，次に poi stay endが後ろにずれる（Case2）．POI滞在時間の最大値は
poi end max− poi start minである．
E 区間は，cost e の値が小さいときは，許容されるぎりぎり（end min）
に到着するように POI を出発する．宴会終了後 POI 出発まで待つことに
なる（Case1）．cost eがだんだん大きくなり待ちが短くなり，poi leaveが
poi end minに到達すると，次に total endが後ろにずれる（Case2）．cost e
の最大値は end max− poi end minである．
次に調整フェーズについて述べる．上記パターンの組み合わせによって全
体が決定されるが，調整が必要な場合として，一般的には以下の 2つがある．
• 各区間の間に空きがある場合
• 各区間に重なりがある場合
しかし，POI滞在時間を固定としたために，空きがある場合は，それは待
ち時間となり，調整の余地はない．重なりがある場合の解決方法であるが，
イメージを図 5-9に示す．個別値決定では可能なかぎり，前倒しになるよう
にスケジュールが決定されているので，重なりが発生した場合は，後の区間
を後ろにずらせばよい．S区間と P区間が重なったら，P区間を後ろにずら
74
表 5-2: 個別値の決定
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図 5-9: 調整フェーズのイメージ
し，さらに P区間と E区間が重なったら E区間を後ろにずらす．その結果，
total endが end maxを超えるケースは事前に除外されているため正しい解
が得られる．
5.5 動的導出法
時間制約つき寄り道探索は，時間制約を追加することにより，一般的には
グラフの探索空間が寄り道探索と比較して広範囲となる．その理由は，本探
索の定義において，POIにおける滞在時間と待ち時間がモデル化されており，
それを可変化できることにある．片側から探索を開始しPOIに到達した場合，
到着時点でサービスを受けることができずに待つ場合がある．その場合，そ
の POIよりも遠くに，距離としては遠いが，サービスをすぐ開始できる POI
を発見できる可能性がある．そのため，時間制約つき寄り道探索では，寄り
道探索の終了条件を緩和する必要がある（基本導出法においては，それは非
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時間解を多めに求めることにより対応されているが，次に述べる動的導出法
では終了条件不等式に POIへの最小滞在時間が加えられている．）
そこで，我々は，探索空間を狭めるために，時間制約を利用した枝刈り
（temporal pruning）を行うことが特長である動的導出法を提案する．アルゴ
リズムの複雑さという観点では逐次拡大法とは変わらないが，交通検索等の
実応用の条件によって枝刈りが有効となる．ユーザの時間制約とサービスの
時間制約は，双方向ダイクストラ探索における両端からの探索ステップそれ
ぞれでチェックされ，そのノードの先で解が得られないことが判明した時点
でそのノードの展開を中止する．動的導出法は，時間制約条件を積極的に利
用して，時間制約解を探索中に完成させ，事前に候補を絞り込み性能向上を
はかることができる．図 5-5の右側にイメージを示しているが，基本導出法
で用いた時間制約判定と時間制約解導出を逐次拡大法の中に取り込んでいる．
単純に取り込むだけではなく，できるだけ早めに絞り込みを行うための修正
を行っている．
基本導出法における時間制約判定は，最初にP区間のチェックを行い，POI
開始・終了条件の補正を行ったために，このままでは全ての条件が POI確定
後ではないとチェックできない．しかし，条件 S，条件E，条件 S-P，条件P-E
は，補正前の POI開始・終了条件を用いてチェックすることができ，POI確
定前にチェックできる条件である．以下に条件を示す（それぞれ元の条件を
補正前に変更したものである）．
• 条件 S’：start min+ cost s ≤ poi start max
• 条件 E’：poi end min+ cost e ≤ end max
• 条件 S-P’：start min+ cost s+ poi stay min ≤ poi end max
• 条件 P-E’：poi start min ≤ end max− (cost e+ poi stay min)
この 4条件を含んだ 13条件をできるだけ早い段階でチェックすることによ
り性能向上をはかる．その処理フローを，図 5-10に示す（図の (b)は (a)に
おける「S側（E側）で確定したノードが POIかチェック」の中のフローで
ある．）．元となっている逐次拡大法に対する修正点を，図中で二重線で示し
ている．以下の 3つの契機で候補を絞り込む．それぞれでチェックできる条
件を括弧内に書く．また，それらの契機の例を図 5-11に示す．
• 契機 1：ノードへの最短距離が確定する時点（条件 S’, E’, S-P’, P-E’）
• 契機 2：片側から POIに到達する時点（条件 S, E, P-1～4, S-P, P-E）
• 契機 3：POIへの両側からのパスが見つかる時点（条件 S-P-E）
契機 1のチェックは，探索範囲の限定に効果がある．契機 2のチェックは，
解の候補テーブルを小さくする効果がある．契機 3のチェックは，最終的に全
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ユーザ指定カテゴリーに一致
開始
停止
Yes
No
反対側（E側ならばS側・S側ならばE側）
から当該ノードへの経路が候補テーブルに
既に登録されている
Yes
No
結果テーブルを全体コストでソートする
Step3 チェック
タイムセールに関するユーザ条件と
サービス条件を突き合わせる
満足する
満足しない
結果テーブルに登録する
変更
追加
Step2 チェック No
Yes
追加
変更
(b) POIのチェック部分(a) 全体
図 5-10: 動的導出法のフロー図
体としての制約を満たすため必要なチェックである．条件 S’, E’, S-P’, P-E’
は，POIに到達する前にチェックできるので，契機 1でのチェックが可能で
ある．チェックの結果 NGになった場合は，そのノードに至るコストを無限
大に設定し，そのノードの先を展開しないようにする．一方，条件 S, E, P-1
～4, S-P, P-Eは，POIに到達しないとチェックができないが，両側からのコ
ストを要求していないので，契機 2でのチェックが可能である．チェックの結
果 NGになった場合は，候補テーブルへの追加を行わない．条件 S-P-Eは両
側からのコストが必要なので，契機 3でのチェックが必要である．チェックの
結果 NGになった場合は結果テーブルへの追加を行わない．
チェックが終わってから，S，P，E区間を導出するが，これは基本導出法と
同じ方法である．そこで求まった総所要時間によって，結果テーブルのソー
トを行う．
また，終了条件において，POI滞在時間を考慮する必要があるため，4.1節
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動的導出法における探索索の枝狩り
• 3つの契機で枝狩り実施
• 9つの条件を最速になるよう3契機に分類（詳細は論論⽂文参照）
• 例例：ノード到達時間がPOIにいる時間を超えたら展開停⽌止
横浜
品川
横須賀
川崎
武蔵⼩小杉
川崎家
⼩小杉家 10
10
20
15
15
5
5
ラーメン
ラーメン
駅
駅
駅
駅
駅
久⾥里里浜
10
step
確定ノード
S解 E解 解
S E
1 川崎 久里浜
2 川崎家 横浜 川崎家
3 武蔵小杉 川崎 川崎家
4 小杉家 武蔵小杉
川崎家
小杉家
5 横浜 川崎家 小杉家 (川崎家) 川崎家
6 横須賀 小杉家 (小杉家) 川崎家小杉家
7 久里浜 品川 川崎家小杉家
Start
End
契機1：ノードに到達する
時間がわかった時点
契機2：POIに到達
した時点
契機3：両側の解が
そろった時点
図 5-11: 動的導出法における探索の枝刈り契機
で述べた逐次拡大法における終了条件を以下のように修正する必要がある．
maxR∈RT (cost(R)) ≤ minR∈CT (cost s(R))+cost e current+poi stay min
maxR∈RT (cost(R)) ≤ minR∈CT (cost e(R))+cost s current+poi stay min
5.6 単一グラフデータベースにおける実験と評価
基本導出法，動的導出法を実装し評価した．グラフ情報を実装するために，
グラフデータベースである Neo4j[A75]を利用した．首都圏の実際の鉄道網
の情報と，POI情報をグラフデータベースとして構築した（ノード数 64万
件，エッジ数 60万件）．グラフデータの例を図 5-12に示す．鉄道網に関し
ては，駅をノード，路線をエッジとして表現し，POI情報はノードとして表
現し，駅と POIの間は徒歩による移動時間を入れてエッジとして表現してい
る．また，今回の実験システムでは，サービス情報と時間情報もグラフデー
タベース内のノードとして構築した．サービス情報と時間情報に対するエッ
ジは，鉄道網と POI情報のエッジと種別を区別することによって，グラフ探
索の範囲から除外している．サービス情報と時間情報はできるだけ汎用的に
なるように設計している．一つの POIが複数のサービス（例：ランチサービ
ス，宴会サービス）をもつ場合，それは別ノードとして表現する．時間情報
はひとつの区間に対応しており，一つのサービスに対して，複数区間の営業
時間がある場合（例：ランチ後に休憩あり），時間情報のノードを複数持た
せることによって表現することができる．時間情報にはサービス実施，非実
施の識別子があり，サービスを実施している区間とサービスを実施していな
い区間という表現もできる．
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図 5-12: グラフデータベースのデータ例
このグラフデータベースに対して，時間制約つき寄り道探索の基本導出法，
動的導出法を実装し，Webからもアクセス可能な，時間制約つき寄り道探索
の実験システムを構築した（実験環境：Apple MacPro（Xeon 2.8GHz× 2），
メモリ 12GB，SSD128GB，Mac OS X 10.6.7．プログラミング言語：Java
（JDK 6））．その画面例を図 5-13に示す．ユーザは出発地，到着地，寄り道
先のカテゴリ，サービス内容，ユーザ条件となる時間制約を指定して探索実
行すると，探索結果のスケジュールとルートを返却する．画面は実験目的で
あるので，すべての時間制約を入力可能にしているが，実際のアプリケーショ
ンでは，時間制約をスケジュールシステムから取得したり，個人毎に事前設
定したりするやり方も考えられる．
まず，基本導出法において，中間解として生成される非時間解の個数をど
の程度にすべきかを見積もった．データとしては上記の鉄道網データに加え
て，サービス密度（交通網のノード数に対して，指定されるサービス内容を
実施しているPOIの数の割合）を変化させ，評価用に自動生成した POIデー
タを用いている（ノード数とエッジ数はともに約 4000件）．また，POIは各
駅に隣接して 1つずつ設定した．よって，サービス密度が 100%とは探索す
るすべての駅毎にサービスが実行されているという意味となる．
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図 5-13: 寄り道探索システムの画面
我々は，本章の手法の適用範囲を，サービス密度が 20%以下の比較的サー
ビス密度が低い場合を想定し，評価した．サービス密度が高い場合，本章で
述べたような手法を用いずに，出発点と到着点の間の最短経路を求め，その
経路上にある POIを列挙する簡易な手法でも，ある程度実用的な解を求めら
れることが，その理由である（POIの分布が偏っていれば，正解を見つけら
れない場合はある）．しかし，サービス密度が 20%の場合とは，今回の評価
データである鉄道網であれば，5駅のうち 1つでサービスを実施することに
相当し，道路網においては，エッジの長さが信号間の距離 200m程度である
と想定すれば，約 1km毎にサービスがあることに相当する（エッジが直線的
に連続する場合）．これは，サービスへの適用範囲としては十分に広いと考
えた．実際の実用的なサービスにおけるサービス密度の調査については今後
の課題である．
まず，動的導出法によって正解となる 10個の時間制約解を求めておいて，
非時間解の個数を変化させて，同じ条件で基本導出法を実行したときに正解
となる時間制約解を 10個中何個導出できるかを調べた．評価結果を図 5-14
に示す．サービス密度が低くなる場合，非時間解を多く生成しないと十分な
時間制約解を求めることができない．以降の評価では，最終的に返却する解
の個数を 1，5の 2通りについて評価するために．5個の正解を得ることがで
きるように，非時間解の個数を 1%：500，5%：100，10%：20，20%：20，と
設定した．
次に，基本導出法と動的導出法の探索を実行し，展開された総ノード数，候
補テーブルの要素の最大個数，レスポンスタイムを測定した．ユーザの利用
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図 5-14: 基本導出法における非時間解の個数と時間制約解の個数の関係
シーンとして，以下を想定した．
• 移動途中の 1時間の空き時間に，タイムセールで安くなったケーキをお
土産として買う
• 買い物時間は 10分
• タイムセールの時間は 1時間
この利用シーンに相当する時間制約を与え探索を実行し，測定した結果を
図 5-15，図 5-16，図 5-17に示す（出発点，到着点を 2000組ランダムに選び，
その中で解が見つかったものの平均値を示している）．時間制約解の個数は
1，5の 2通り測定したが，基本導出法についてはどちらの結果もほぼ同じで
ある．特にサービス密度が低い 1%，5%の場合に，動的導出法の結果がすぐ
れている．例えば，サービス密度が 1%の場合は，動的導出法を用いること
により，総展開ノード数が 34～75%に，候補テーブルの要素数が 2～7%に減
り，レスポンスタイムが 11～24倍に改善している．特に時間制約解が 1つの
場合に改善効果が大きい．また，図 5-16，図 5-17から，総展開ノード数と候
補テーブル要素数が動的導出で大幅に削減されており，性能向上に貢献して
いると推測される．また，サービス密度が高い 20%の場合には，動的導出法
の優位性は小さくなるものの，そのオーバーヘッドは大きくないことがわか
る．今回の測定では，鉄道網というグラフとしては小規模な例で評価したが，
道路網等のより大きいデータになれば，この差は広がるため，動的導出法は
大規模グラフデータベースに対してはより有効であると考えられる．
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図 5-15: 基本導出法と動的導出法の比較（レスポンス時間）
5.7 異種分散データベースへの適用と評価
5.7.1 時間制約つき寄り道探索の能力の階層化
時間制約つき寄り道探索能力を階層化する．基本導出法は，時間制約のな
い寄り道探索と，制約のチェックに処理の組合せに分解できることから，能
力は以下の 3レベルに階層化できる．
• レベル 1能力：ノード取得・エッジ取得の基本能力
• レベル 2能力：時間制約のない寄り道探索
• レベル 3能力：時間制約のある寄り道探索（基本導出法と動的導出法）
レベル 2の必須プロパティは，エッジのコスト情報と，寄り道先の選択に利
用するノードのカテゴリ情報である．レベル 3の必須プロパティは，レベル
2の必須プロパティに加えて，ノードの時間制約（開店時間等）情報となる．
また，エッジのコスト情報が，距離ではなく時間長である制約もある．
寄り道探索は，両端からのダイクストラ探索を利用しているため，ダイク
ストラ探索を階層として設定できそうだが，単純な組合せとして寄り道探索
を実現できないため，不可能である．
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図 5-16: 基本導出法と動的導出法の比較（総展開ノード数）
5.7.2 時間制約つき寄り道探索の問合せ最適化
本節では時間制約つき寄り道探索の処理が，情報源の能力や分散形態によっ
て，どのように実行されるかを示す．ここで注意すべき点として，基本導出
法は，時間制約なしの寄り道探索の解を求めてから，時間制約をチェックす
るという 2段階処理であるために，単一データベースの場合は不利であった
ものの，分散データベース構成では寄り道探索を情報源側に実行させられる
場合があるため，動的導出法に比べて有利になることが期待されることであ
る．以下に最適化で考慮される 3つの観点を示す．
情報源に対する能力の仮定 　前節で述べたような 3つのレベルが想定される．
時間制約寄り道探索の処理方式の選択 データ統合側で基本導出法，または動
的導出法を選択できる．
データの分散パターン データの分散には図 5-18に示すような 3パターンが
ある．パターン 1は集中である．パターン 2は分散 1と呼ぶが，店へ
至るまでの交通情報と，店の詳細情報が情報源が分かれているもので
ある（駅と店の繋がりは交通情報側に持つ）．パターン 3は分散 2と呼
ぶが，店を含まない交通情報と，店情報に情報源が分かれているもので
ある（駅と店の繋がりは店情報側に持つ）．
この 3つの観点に対し，本手法を適用するときに，まずデータの分散パター
ンに対しては，既存技術と同じ，可能な限り 1つの情報源から情報を取得しよ
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図 5-17: 基本導出法と動的導出法の比較（候補テーブル要素数）
うとする戦略に従うとする．情報源の能力と処理方式の選択については，前
章で述べた階層管理を利用したプッシュダウン戦略に従う．
この 3つの観点を組み合わせ，情報源側とデータ統合検索側の処理分担が
決定される．表 5-3は，その情報源側の処理を示している．残りの処理がデー
タ統合検索側で実行されることとなる．可能な限りレベルの高い処理を情報
源側で実行する戦略に従うため，情報源能力がレベル 2で，分散 1で，基本導
出法の場合は，寄り道探索処理はプッシュダウンすることが可能である．基
本導出法と動的導出法のプッシュダウンの実現のイメージを図 5-19，図 5-20
にそれぞれ示す．
5.7.3 実験と評価
プッシュダウン効果を評価する実験を行った．首都圏鉄道網をグラフデー
タベース化し，全ノード約 1%のサービスノードを作成した（ノード・エッジ
とも約 4000件）．データとしては小規模だが，グラフの局所的性質が同じで
あり，プッシュダウン効果の一次評価としては十分である．実験環境の構成
を図 5-21に示す．グラフデータベースには Neo4j[A75]を用いている．情報
源は先に述べた分散パターンによって，3組（集中・分散 1・分散 2）のデータ
ベース環境を構築した．グラフデータベースの基本能力は，Neo4jの機能を
そのまま用い，寄り道探索，時間制約つき寄り道探索等は Neo4jのユーザ定
義関数の組み込み機能を用いて実装し，REST API経由でアクセスしている．
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データが分散する場合のプッシュダウン
• 分散パターンによりプッシュダウン可能
性が変化
‣ 集中
‣ 分散1
- 交通情報（店含む）＋店詳細情報
- 駅と店の繋がりは交通情報側に持つ 
‣ 分散2
- 交通情報（店含まない）＋店情報
- 駅と店の繋がりは店情報側に持つ
40
集中
分散1
分散2
（単独情報源で）
寄り道探索可能
課題2の解決
品川
武蔵小杉 小杉家
ラーメン
駅
駅 小杉家
サービス
サービス
開店：11時～22時
品川
武蔵小杉 小杉家
ラーメン
駅
駅 小杉家
サービス
サービス
開店：11時～22時
品川
武蔵小杉 小杉家
ラーメン
駅
駅 小杉家
サービス
サービス
開店：11時～22時
（単独情報源で）
寄り道探索不可
図 5-18: データの分散パターン
行き・帰りともに 40分以内という条件で，時間制約つき寄り道探索を，前節
で述べた観点の組み合わせ毎に測定した．評価結果を表 5-4に示す（単位：秒）．
表内の枠で囲んだ部分がグラフ探索能力のプッシュダウンが適用されてい
る範囲である．基本導出法においては，プッシュダウンを行える範囲が広く，
動的導出法に比べて実用的な性能の領域が広いことがわかる．情報源能力が
レベル 1であったり，基本能力のみで探索を行う場合，ノードやエッジを取
得するたびに，ネットワークアクセスが発生する．ノード・エッジの取得は，
グラフ探索の過程において非常に多いため，性能は劣悪である．プッシュダ
ウンの適用がある場合，ない場合という条件が合致しているときに，基本導
出法と動的導出法を比較すると，動的導出法の結果が優れている．これは文
献 [B79]における単一データベースにおける検証と合致している．
この評価結果は，プッシュダウンを利用した本方式の最適化戦略が有効であ
ることを示している，また，時間制約つき寄り道探索を異種分散データベース
環境で実現する場合は，基本導出法の選択が有効であることも示唆している．
5.8 まとめ
本章では，時間制約つき寄り道探索の考え方を提案し，その実現方法とし
て基本導出法と動的導出法を明らかにした．提案方式を単一のグラフデータ
ベースを利用して実装，評価し，動的導出法がサービス密度が低い場合に特
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表 5-3: 最適化観点の組み合わせと情報源側の処理
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データ統合側と情報源側の処理理分担
•情報源の能⼒力力と分散形態で処理理の分担が決定（最適化ルール）
• 例例： 情報源能⼒力力L2・分散1
• 基本導出法→情報源側：寄り道探索索，データ統合側：時間チェック
• 動的導出法→情報源側：基本能⼒力力，データ統合側：時間制約寄り道
導出法 基本導出法 動的導出法
観点1→(能力) L1 L2 L3 L1 L2 L3
集中 基本 寄り道 時間寄り道 基本 基本 時間寄り道
分散1 基本 寄り道 寄り道 基本 基本 基本
分散2 基本 基本 基本 基本 基本 基本
観点
2(分
散)
寄り道の
push down
表 5-4: プッシュダウン効果検証実験の結果
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実験結果
•異異種分散環境では，基本導出法のほうが実⽤用的な性能の
領領域広い．
• 寄り道探索索能⼒力力のプッシュダウンの差
• 基本能⼒力力は低レベルすぎて探索索で実⽤用的な性能は困難
導出法 基本導出法 動的導出法
観点1→(能力) L1 L2 L3 L1 L2 L3
集中 257.4 2.2 2.1 180.6 180.6 0.5
分散1 254.8 2.3 2.3 181.6 181.6 181.6
分散2 198.6 198.6 198.6 124.4 124.4 124.4
単位：秒
に有効であることを示した．さらに異種分散データベース環境で，時間制約
つき寄り道探索を実現するために，本研究で提案した制約つきグラフ探索の
ための異種データベース統合技術を適用し，分散の場合は処理の分解が可能
な基本導出法が性能の実用的な範囲が広いことを示した．
時間制約つき寄り道探索に関する今後の課題を述べる．異種分散データベー
ス環境における場合の課題は，本研究全体のまとめで述べることとする．ま
ず，課題として，複数の POIへの拡張がある．ダイクストラ法を基本とする
本手法では複数 POIへ拡張する場合，中間解における組み合わせが巨大にな
る問題が発生する．よって，本手法のように最適解を求めることが難しいた
め，非最適解を精度，効率良く求める手法が必要になる．また，本技術を適
用する観点では，本章では鉄道網をベースとした典型的な利用シーンを想定
して評価したが，本手法は汎用的であるため，より広い利用シーンで利用可
能である．今後，twitter等を利用して積極的な時間限定セールのマーケティ
ングを行うとすると，本技術との組み合わせで新しいサービスが実現できる
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基本導出法の処理理分解（観点1＋観点2）
寄り道
探索索
ノードエッジ取得
時間
チェック
レベル1情報源 レベル2情報源
データ統合機能
動的
導出法
ノードエッジ取得
寄り道
探索索
ノードエッジ取得
ノードエッジ取得
寄り道探索索
レベル3情報源
時間
チェック
ノードエッジ取得
寄り道探索索
時間チェック
•寄り道探索索を情報源側で実⾏行行可能性→性能向上→分散向き
データ統合機能 データ統合機能
時間
チェック 動的
導出法
寄り道探索索をプッシュダウン
基本導出法
寄り道
探索索
ノードエッジ取得
動的
導出法
全処理理をプッシュダウン
図 5-19: 情報源側への処理プッシュダウン：基本導出法
可能性もある．今後，サービスイメージや利用シーンをさらに検討し，その
要求条件に沿ったモデルによる評価が課題となる．
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動的導出法の処理理分解（観点1＋観点2）
ノードエッジ取得
レベル1情報源 レベル2情報源
データ統合機能
ノードエッジ取得
寄り道
探索索
ノードエッジ取得
ノードエッジ取得
レベル3情報源
時間
チェック
ノードエッジ取得
全処理理をプッシュダウン
• 処理理分解できない→プッシュダウンケース少ない→分散不不向き
データ統合機能 データ統合機能
プッシュダウン不不可
基本導出法
寄り道
探索索
ノードエッジ取得
動的
導出法
時間
チェック
寄り道
探索索
時間
チェック動的
導出法
動的
導出法
動的
導出法寄り道探索索
基本
導出法
図 5-20: 情報源側への処理プッシュダウン：動的導出法
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プッシュダウン効果の検証実験
• 実装機能
• データ統合：問合せ実⾏行行機能（寄り道探索索機能のみ）
• 情報源：L1〜～L３能⼒力力
• クエリは1つ固定
• 出⼒力力：⽚片道約40分の寄り道
• レスポンスタイム
グラフDB グラフDB
LAN
Neo4j Neo4j
REST API
データ統合検索索機能
情報源
L1〜～L3能⼒力力 L1〜～L3能⼒力力
問合せ実⾏行行（L3能⼒力力）
測定⽤用プログラム
⾸首都圏鉄道網＋
サービス（全体の1%）
ノード・エッジとも約4000
*少ないが局所的性質同じ
前提：on DBキャッシュ
MacPro
Xeon 2.8GHz x 2
メモリ12GB, SSD 128GB
Mac OS 10.8, Java(JDK 6)
Mac mini x 2
Core i7 2.3GHz
メモリ4GB, HDD 1TB
Mac OS 10.8, Java(JDK 6)
図 5-21: 実験環境の構成
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第6章 考察
本章では，提案手法の特徴と適用範囲について考察する．
6.1 提案手法における特徴の評価
本論文における提案手法は 2つの手法（技術）からなっていた．
• 手法 1：概念グラフを利用したスキーマ統合技術
• 手法 2：動的に異種性解消するデータ統合検索
手法 1と手法 2には，手法 1で得られた対応関係メタデータを，手法 2で活
用するという関係があり，お互いに相補的である．1・2を合わせた手法は特
に以下の 3点で特徴づけられる．それぞれの特徴について考察する．
• メタデータへのグラフモデル利用（概念グラフ）（主に手法 1）
• 動的特性（主に手法 2）
• プッシュダウン最適化（主に手法 2）
6.1.1 メタデータへのグラフモデル利用
提案手法では，スキーマ統合のために，概念グラフを利用した．概念グラ
フを利用することによって，構造衝突の回避が可能となり，過去のスキーマ
統合手法に比較して，シンプルでツール化しやすい強力な手法を得ることが
できた，また，データ項目の標準化を用いた分解は，概念グラフとの相性が
よく，概念のマッチングを増すために有効に働いた．
Sowa氏による概念グラフは，現在は必ずしも一般的とはいえないが，ポイ
ントは型構成要素の少ないモデルを採用することであり，RDF等のモデルに
も容易に展開することが可能である．
グラフデータベースへの適用という観点では，提案手法では，一度 ERモ
デルにマッピングしてから，概念グラフに変換している．その点では，メタ
データのグラフモデルは，直接的にはグラフデータベースを扱うことに対し
て貢献してはいない．しかし，グラフデータベースのモデルやスキーマは今
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後整備されていくことが予想され，その流れの中で，メタデータとしてのグ
ラフを有効に利用できるようになると考えている．
本研究における評価では，通信ネットワークに関するデータベースを利用
した．この評価自体は，グラフデータベースそのものではないものの，管理し
ている情報は，グラフそのものであり，現在ならばグラフデータベースを利
用する可能性が高い情報である．よって，その評価はグラフデータベースに
適用した場合も有効であると考えている．ただし，実際の複数のグラフデー
タベースのスキーマの分析や統合は今後の課題ではある．
6.1.2 動的特性
動的特性とは，ユーザが指定する問い合わせに対して，実際に探索を実行
する情報源を問い合わせ時に決定することを示している．この動的特性は，
情報源の追加・変更に対して有効であり，特にグラフ情報利用サービスのよ
うな新しい領域では有効であると考えている．
動的特性の有効性については，本論文では直接的な評価は行なっていない
が，実用化したシステム（MediPresto/M）の適用事例においては，完全に動
的なアプリケーションは作られなかったものの，情報源の追加の容易性等の
メリットが得られている．しかし，この動的特性の有効性の数値化は，検証
がかなり難しく，今後の課題ではある．
6.1.3 プッシュダウン最適化
本論文のプッシュダウン最適化は，仮に情報源側で高度な能力を持ってい
ない場合でも，基本能力が公開されていれば，基本能力を利用して，データ
統合側で高度な能力を使うことによって，論理的にはすべてのグラフ処理を
行うことが可能になるという点では，十分一般的である．グラフ探索はその
原理上，基本能力の組み合わせで実現できるからである．ただし，実用的な
観点から考えると，実験結果に示したように，基本能力のみでは実用的な性
能を得ることは難しく，セキュリティの観点から基本能力が公開されないと
いうこともあるだろう．しかし，本論文は，今後の分散グラフデータベース
の最適化のための重要な最初の一歩となっている．
また，このような最適化の観点については，時間制約つき寄り道探索に関
する実験結果が示すように，最適化が有効である可能性は高い．ただし，部
分グラフをまるごととるような単純な処理の組み合わせが有効な場合も，グ
ラフのデータ分布によっては考えられるため，今後のグラフ処理の汎用モデ
ル化の中でさらに検討していく必要がある．
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6.2 提案手法の適用範囲と限界
本手法は，グラフ探索処理を仮想的な表としてモデル化しており，Webイ
ンターフェースとして公開されていることを前提としている．この仮定は一
般性を有していると言える．本論文における寄り道探索の経由点は一箇所と
いう想定であったが，それが複数箇所になった場合でも表モデルでモデル化
は可能だから，本手法の適用は可能である（ただし，寄り道探索のアルゴリ
ズムは拡張の必要がある）．グラフ探索は，そのパラメータ指定はノードや
そのプロパティであることが多いため，適用範囲は広い．ただし，本手法の
前提は，情報源の仮想化を関係モデルとすることであった．よって，実用上
の課題としては，寄り道探索の返却結果は，経路情報を JSON等の文字列で
返却されることが想定されており，この文字列を分解し，必要な情報を取り
出す処理は利用者（データ統合検索の開発者）側で実施する必要がある．経
路情報の表現形式変換関数も利用者責任で作成する必要がある．また，グラ
フ類似検索・軌跡検索のようにグラフをパラメータとして渡す場合，それら
を文字列等に変換して情報源側に渡せば適用は可能であるが，項目の対応を
基礎としている本手法のメリットは必ずしも生かせない．
また，本手法は，情報源を跨るグラフ「探索」は対象外であり，情報源を跨
るデータ統合処理は，関係演算である結合と和に限られている．例えば，鉄道
網の最短経路探索が各鉄道会社毎に構築されている場合，両社の路線を辿っ
て検索する結果を求めることができず，最低レベルのグラフ探索能力（ノー
ド・エッジ取得のみ）を用いて探索を実施するために，性能は劣化する．こ
のような分散的なグラフ探索を効率的に扱う問題は，個別の探索毎に有効な
手法も異なるため，一般的な異種分散データベースのフレームワーク内で整
理するのは，今後の課題である．
6.3 提案手法の応用
本論文では提案手法を，時間制約寄り道探索へ適用した．しかし，これま
での考察でもわかるように，本手法の応用範囲は広く，寄り道探索に限らず，
他の旅行計画問い合わせへの応用も可能である．また，最初の例 1で紹介し
た SNSの制約探索も応用範囲に含まれる．
本手法により，単一情報源では実現できないグラフデータ統合検索を容易
に実現することできる．初期の代表的な応用としては，グラフデータベース
に対して，他の情報源が持つ情報を付加するような探索があげられるだろう．
例えば，ノードにレストランの名前を持つときに，他のデータベースにレス
トランを分類する階層情報やレビュー情報がある場合に，それらを結合した
グラフ探索が可能となる．
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第7章 結論
7.1 本研究の到達点
ノードまたはエッジのプロパティに対して制約条件を付加し，グラフ探索
を実施する制約つきグラフ探索を異種分散データベース環境において実現す
ることを研究の目標とした．その達成のためには，課題 1：スキーマ間の異
種性解消と統合，課題 2：情報源のばらつきに対応した問い合わせ処理，の
2つの課題を解決する必要があった．
課題 1を解決するために，概念グラフを利用したスキーマ統合技術（手法
1）を提案し，課題 2を解決するために，動的に異種性解消するデータ統合検
索（手法 2）を提案した．2つの手法は，手法 1の過程で概念・データ項目・
表現形式の間の関係を表すメタデータが得られ，それを利用し検索すること
によって，手法 2の動的なデータ統合検索を実現するという関係にある．
手法 1においては，ERモデル・グラフデータベースモデルを適切に概念グ
ラフに変換することができ，その情報の突き合わせ手法も確立され，スキーマ
統合ツールを利用することによって稼働を約 1/3に削減できる見通しを得た．
手法 2においては，データの所在を意識させない，問合せインターフェー
スを利用し，検索時にメタデータを探索し，統合対象を決定するアプローチ
をとった．本アプローチは，スキーマの変更に強い点が特長であり，進化し
つつあるグラフデータベースのサービス変更に対応するために有効である．
データ統合は，関係モデルに基づいて実現することができ，制約つきグラフ
探索機能を，Web情報源機能の拡張により仮想的な表としてモデル化し統合
可能とした．さらに制約つきグラフ探索処理を階層的に分解・管理すること
により，情報源の能力に応じた，情報源側へのプッシュダウンを可能とした，
提案手法を，制約つきグラフ探索の事例である時間制約つき寄り道探索へ
適用した．まず，時間制約つき寄り道探索を定義し，定式化した．そして，時
間制約を利用した探索の枝刈りを行い，探索空間を削減することが可能とな
る動的導出法を提案し，単一データベースの場合において性能が優れること
を示した．さらに，複数データベースの場合における評価を実施し，3つの
観点（導出法・能力レベル・分散）により本手法を適用した問い合わせ分解
を示し，処理が階層化されており，プッシュダウンが可能となる基本導出法
が性能が実用的になる範囲が広いことを示した．
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7.2 今後の課題
7.2.1 提案手法の適用検証
本研究では，時間制約つき寄り道探索という制約つきグラフ探索の一例を
用いて，提案手法の有効性を示したが，さらなる適用検証を行うことにより，
提案手法の有効性の高い適用分野を見極められると考えられる．時間制約つ
き寄り道探索は，自明でもなく，また過度に複雑でもない制約つきグラフ探
索であると言えるが，より単純な制約つきグラフ探索である top-k最短経路
探索とプロパティ条件を組み合わせた検索や，より複雑なグラフ探索である
POIを複数化した寄り道探索への適用が今後の適用検証の候補となる．性能・
統合構築の容易性等の観点で，理論的または実用的な評価・分析を行い，関
係モデルに基づいた本手法がどの程度の範囲で有効であるかを示せればよい．
7.2.2 本手法の拡張
本手法は関係モデルに基づいていたために，問合せがグラフの構造を反映
することができないことと，複数の情報源の統合処理が結合と和という関係
モデル演算のみであるという大きな二つの制約があった．その二つの制約を
緩和し，汎用的なグラフデータ処理における異種分散データベース技術を今
後確立していく必要がある．
まず，問合せ拡張の候補としては，グラフ同士を比較するパターンマッチ
ングや，RDFグラフを処理する SPARQL言語の処理（主に知識を表現する
三つ組であるトリプルのマッチング処理）の重要性が現在高いと考えられる．
分散グラフ処理への拡張は，その探索処理の特長によって選択すべき手法が
異なる可能性が高く，本研究における提案手法のような一般化は難しい．ど
ちらの拡張も，根本的な処理モデルの見直しが必要であり，困難な課題であ
る．汎用グラフ処理を一般化・モデル化し，演算・操作体系や，処理の基本
操作への分解方法，最適化に利用するための操作の交換ルール等を新たなモ
デルで確立する必要である．
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